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（１０：００） 

議    長 ご起立願います。おはようございます。ご着席ください。  

  ただいまの出席議員は１４名です。定足数に達していますので、これから

本日の会議を開きます。 

 

議     長  日程第１、選挙第５号「川棚町選挙管理委員及び補充員の選

挙」を行います。選挙管理委員会委員長から委員及び補充員の任期が平成２

７年１２月２５日で満了との通知を受けております。委員及び補充員につき

ましては、地方自治法第１８２条第１項の規定におきまして、選挙権を有す

る者で人格が高潔で、政治及び選挙に関し公正な見識を有する者のうちか

ら、議会において選挙することとなっております。 

  また、第５項では、委員及び補充員は、それぞれ、その中の２人が同時に

同一の政党その他の政治団体に属する者となることとなってはならない。と

あります。 

  第７項では、議会の議員及び長と兼ねることができない。と規定されてお

ります。それでは、選挙管理委員、選挙管理委員補充員、それぞれ４人の選

挙の方法についてお諮りをいたします。 

  選挙の方法については、地方自治法第１１８条第２項の規定により、指名

推選にしたいと思いますが、これに異議ありませんか。 

 

「異議なし」の声あり 

 

議     長  異議なしと認めます。したがって、選挙の方法は指名推選に

よることと決定いたしました。 

  お諮りします。指名の方法については、議長において指名することにした

いと思いますが、これに異議ありませんか。 

 

「異議なし」の声あり 

 

議     長  異議なしと認めます。したがって、議長によって指名するこ

とと決定をいたしました。 
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  まず初めに、選挙管理委員を指名します。選挙管理委員には、中山郷の乙

内武則さん、小串郷の江口悟さん、中組郷の植田光さん、下組郷の田﨑久美

子さんを指名します。 

  お諮りします。ただいま議長において指名いたしました乙内武則さん、江

口悟さん、植田光さん、田﨑久美子さんを選挙管理委員の当選人と定めるこ

とに異議ありませんか。 

 

「異議なし」の声あり 

 

議     長  異議なしと認めます。したがって、ただいま指名しました乙

内武則さん、江口悟さん、植田光さん、田﨑久美子さん、以上の方が選挙管

理委員に当選をされました。 

（１０：０３） 

議     長  続きまして、選挙管理委員補充員を指名します。選挙管理委

員補充員には、第１順位、下組の岬常春さん、第２順位、中組郷の山口明則

さん、第３順位、新谷郷の森良和さん、第４順位、小串郷の宮﨑俊秀さんを

それぞれ指名します。 

  お諮りします。ただいま議長において指名しました第１順位、岬常春さ

ん、第２順位、山口明則さん、第３順位、森良和さん、第４順位、宮﨑俊秀

さんを選挙管理委員補充員の当選人とすることに異議ありませんか。 

 

「異議なし」の声あり 

 

議     長  異議なしと認めます。したがって、ただいま指名しました第

１順位、岬常春さん、第２順位、山口明則さん、第３順位、森良和さん、第

４順位、宮﨑俊秀さん、以上の方が順序のとおり選挙管理委員補充員に当選

をされました。 

（１０：０６） 

議     長  次に、日程第２、議案第５４号「平成２７年度川棚町一般会

計補正予算（第３回）」を議題といたします。提案理由の説明を求めます。 

町     長  皆様、おはようございます。それでは議案第５４号「平成２
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７年度川棚町一般会計補正予算（第３回）」について、提案理由を説明いた

します。 

  今回の補正は、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ３０万９千円を

減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５９億６ ,７８４万７千円

にしようとするものであります。補正の主なものとしては、歳入において

は、地方消費税交付金の増額、補助金の決定等による国県支出金の増減、歳

出におきましては、４月の人事異動による職員配置の異動に伴う人件費の増

減、社会福祉関係費における国県支出金の精算確定による返納金の追加、農

村災害対策事業費及び漁村再生交付金事業費の減額、農地農業施設災害復旧

費の追加、特別会計の補正に対応した繰出金の増加などが主な内容でありま

す。その他、当初予算編成後の事情変更等に対応するため必要な事業費につ

いて計上したものであります。 

  補正予算の詳細につきましては、企画財政課長から説明をいたしますの

で、ご審議の上ご決定いただきますよう、よろしくお願いいたします。  

企画財政課長  それでは、内容についてご説明いたします。説明にあたりま

しては歳出から説明し、次に歳入、第２表地方債補正の順にご説明いたしま

す。なお、今回の補正予算におきましては、町長が申し上げましたように歳

出の人件費の補正として人事異動による職員配置の変更により２節給料、３

節職員手当等、４節共済費において、全表を通じて増減の補正をしておりま

す。これは、総じて人事異動という共通事項でありますので、説明に際して

は人件費の補正という表現で簡略にさせていただきたいと思いますので、あ

らかじめご了承いただくようお願いいたします。歳出の２８ページ、２９

ページをお開きください。 

  １款議会費であります。事務局費として計上しております。これはすべて

人件費の補正でございます。次のページをお開きください。  

  ２款総務費でございます。１項１目一般管理費、こちらも人件費の補正で

ございます。 

  ４目会計管理費、１４万円の１２節増としております。これはコンビニ収

納手数料、これが実績が増加しておりまして、その分追加をしております。 

  ５目財産管理費の一般管理費、備品購入費に３４万５千円計上しておりま

す。これは予算書、決算書等を製本します製本機が故障により使用不能とな
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りましたので買い換えるものであります。 

  ６目企画費、こちら財源内訳の変更です。これは国際交流事業費の補助が

交付されましたので、財源内訳のみ変更したものであります。  

  １３目財政調整基金費、減債基金費１８３万１千円、これは歳入で出てま

いりますが、運用益による増が生じておりますので、その分積立金を計上し

たものであります。 

  ２項１目税務総務費、これはすべて人件費補正でございます。  

  ３項１目戸籍住民基本台帳費であります。これはまず、人件費補正と、そ

して７節賃金、１２節役務費、マイナンバー制度、このマイナンバーの交付

が始まります。それに対応して臨時職員の雇い入れ、そして交付通知の郵便

料、これを計上したものであります。次のページをお開きください。  

  ４目選挙費です。１目の選挙管理委員会費でございます。これは人件費補

正、そして１３節委託料、６９万４千円計上しておりますが、これは選挙権

年齢引き下げの法改正があっておりますが、これに対応して選挙人名簿シス

テムの改修を行うものでございます。 

  ２目長崎県議会議員一般選挙、これはすでに執行終了しております。その

執行残の減額でございます。 

  ３目川棚町議会議員一般選挙、これについても執行残の減額でございま

す。 

  ５項２目統計調査費でございます。これは説明欄に掲げておりますが、す

べて歳入の交付決定に合わせた調整を行ったものですので、説明は省略させ

ていただきます。３６ページをお開きください。 

  ３款民生費、１項１目社会福祉総務費におきまして、説明欄、社会福祉総

務費ですが、これはまず人件費の補正、そして国県支出金の精算に伴う返納

金、これが２３節４７３万６千円生じたものでございます。  

  次に介護保険事業費でございます。これも人件費補正、そして介護保険制

度の改正に伴いシステム改修が生じておりまして、介護保険特別会計へのそ

の分の繰出金２９万９千円を合わせて計上したものであります。  

  ２目障害者福祉費、説明欄にあります地域生活支援事業費でありますが、

これは委託料の増が６０万円生じたものと、そして日常生活用品給付費、こ

れは扶助費の増が１３０万円計上したものでございます。 
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  次に育成医療給付費でございます。これはすべて２０節扶助費の中の６０

万円でございます。これは対象者が増しておりまして、その分追加をしたも

のであります。 

  続きまして障害児給付費、これが１９節の６５０万円に対応します。これ

は障害児給付費の対象の増が見込まれるということで、今回、増を行ってお

ります。 

  ３目老人福祉費、養護老人保護措置費でございますが、これは老人ホーム

措置費、対象者の増が見込まれるということで、委託料を追加しておりま

す。 

  ５目国民年金事務費であります。これは人件費の補正、そして１３節委託

料３８万９千円計上しておりますが、これは国民年金の法改正に対応するシ

ステム改修の委託料であります。 

  ２項１目児童福祉総務費でございます。説明欄の児童福祉総務費でありま

すが、これはまず人件費補正が生じておるのと、それと８節報償費、そして

９節旅費、１１節需用費の増を行っております。 

  次に、放課後児童健全育成事業費でありますが、これは内訳として１３節

９２万２千円、次のページになりますが、これはいわゆる学童保育委託料の

基準額の増が生じておりまして、その分増額をしております。  

  １９節におきまして、４６１万７千円、これは処遇改善事業という補助事

業に今回決定をいたしまして、その分増額しております。学童保育の職員の

処遇改善事業でございます。このうち国３分の１、県３分の１ということ

で、歳入として措置がされます。この歳入は子ども・子育て支援交付金の中

に含めております。 

  次世代育成支援対策事業費でありますが、これは障害児保育事業におきま

しては、対象者が１名増しておるということで、１９節において追加を行っ

たものであります。次のページをお開きください。３９ページであります。 

  子ども・子育て支援事業費であります。この分、地域子育て支援拠点事

業、そして一時預かり事業におきまして増額、１９節に計上したものであり

ます。 

  その下の２目児童措置費であります。これは説明欄に記載なしで、事業費

の増減はあっておりませんが、財源内訳の国県支出金６６万３千円を計上し
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ております。これは歳入において、長崎県の多子世帯保育料軽減事業という

新規事業がありまして、この歳入が決定しましたので計上したものでありま

す。次のページをお開きください。 

  ４款衛生費であります。１項１目保健衛生総務費におきまして、保健衛生

総務費、これは人件費補正でございます。 

  次に、母子保健事業費でありますが、これは出生の増があっておりまし

て、出産祝い金、これは８節において６０万円追加するものであります。 

  次に、国民健康保険事業費でありますが、１節において１４万４千円、報

酬を計上しておりますが、国民健康保険審議会の委員報酬の追加でございま

す。それ以外は人件費の補正を計上したものであります。 

  次に、未熟児養育事業費でありますが、これはすべて２０節扶助費１００

万円の増でございます。これも対象者の増に合わせて追加を行っておりま

す。次のページに移ります。 

  ６款農林水産業費であります。１項２目農業総務費でありますが、これは

すべて人件費補正でございます。 

  ３目農業振興費、まず農業振興費で、これにつきましては４節、７節にお

きまして、当初予定していた臨時職員の雇い入れ、これは職員配置がありま

したので、それを取りやめた減でございます。 

  １３節におきまして、中山間多面的事業対象農地データの修正等の委託料

を計上しております。 

  １４節で使用料の減を行ったものでございます。 

  次に、米需給調整総合対策推進事業費でありますが、これは補助決定に伴

い減としたものであります。歳入も同額減となります。 

  農地中間管理事業費でありますが、地域集積協力金対象地の決定がありま

して、その分増額を行っております。これも歳入も同額増としております。 

  環境保全型農業直接支払交付金事業費でありますが、これは１９節におい

て取引面積拡大による増ということで計上したものでございます。  

  ５目農地費であります。農道新設改良事業費でありますが、このうち７節

の賃金の減、これは実績に合わせております。そして、１９節負担金の増が

あっております。これは基幹農道川棚西部、県営事業でありますけれども、

負担金の増があっておりますので、その分計上しております。 
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  道水路維持補修費でありますが、これは１４節に対応します。これは地元

施工を行う場合の重機リース料、これが実績に合わせて不用額を減したもの

であります。 

  続きまして、農村災害対策整備事業費でありますが、これは歳入において

交付額が大幅に減となったため、当初予定した事業内容を縮小したものであ

りまして、１３節委託料並びに１５節工事請負費において減額をしておりま

す。なお、事業の進捗に合わせまして、用地費として１７節公有財産購入費

並びに２２節補償、補填及び賠償金、これを追加を行っております。  

  ３項１目水産業振興費であります。これは水産業振興費の中の節からの組

み替えを行っております。次のページをお開きください。 

  ３目漁港建設費であります。漁村再生交付金事業費の減でございます。こ

れも補助金交付決定が大幅に減となったことに伴い、当初予定していた事業

内容を縮小したものでございます。次のページをお開きください。  

  ７款商工費であります。１項１目商工総務費、これはすべて人件費補正で

ございます。次のページに移ります。 

  ８款土木費でございます。１項１目土木総務費、これは人件費補正、そし

て９節旅費、これは陳情等の旅費の追加を行っております。  

  ２項２目道路維持費であります。社会資本整備総合交付金事業費、これは

工法変更を要する箇所が生じたことによる増であります。 

  ３目道路新設改良費におきまして、まず道路新設改良事業費の５８５万円

でありますが、これは県営事業の町道大崎公園線、これは追加が生じており

ますので、その分の増を行っております。 

  次に、社会資本整備総合交付金事業費でありますが、これは歳入の交付金

額の減があっておりますので、この交付額に合わせて、主に町道上組西部線

歩道設置工事において事業の見直しを行ったものであります。 

  次に、４目橋梁維持費でございますが、これも社会資本整備総合交付金事

業費、この交付金額の額に合わせて財源内訳を調整したものでございます。 

  続きまして、３項２目ダム対策費でありますが、これはすべて人件費補正

でございます。 

  ４項２目港湾建設費でありますが、これは県営事業の負担金減が生じまし

たので減額しております。 
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  ５項３目公共下水道費でございますが、下水道事業特別会計の補正に合わ

せて繰出金として増を行ったものでございます。次のページに移ります。  

  ６項１目住宅管理費でございます。これは住宅管理費で、委託料の減を

行っておりますが、改修設計業務の委託の入札を行いました結果、落札減が

生じましたので減額を行ったものでございます。次のページに移ります。  

  ９款消防費、１項１目常備消防費でございます。これは財源内訳のみの変

更でございます。これにつきましては、当初、広域消防負担金、緊急無線デ

ジタル化にかかる分について、当初は一般単独起債としておりましたが、起

債充当率が有利な緊急防災減災事業債の活用が可能となり、起債同意も得ら

れましたので、その分増額をするものでございます。次のページに移りま

す。 

  １０款教育費でございます。１項２目事務局費、これはすべて人件費補正

でございます。 

  ２項１目学校管理費、川棚小学校管理費におきまして増額しております。

これは特別支援教育支援員の配置時間の増の措置を行っておりますので、そ

れを対応したものでございます。 

  ５項１目社会教育総務費でございますが、これはすべて人件費補正でござ

います。 

  ７項学校給食調理場費の１目管理費でございますが、これもすべて人件費

補正でございます。次のページに移ります。 

  １１款災害復旧費でございます。１項１目農地農業施設災害復旧費でござ

いますが、これは９月補正の後、３地区が追加があっておりますので、それ

について追加を行っております。次のページに移ります。 

  １２款公債費であります。１項１目元金、これは主に臨時財政対策債の１

０年経過分、これの利率見直しが行われまして、その分が増となったもので

あります。 

  次の、２目利子につきましても、同様の利率見直し、そして２６年度借り

入れ分の確定が生じたことにより、こちらは減となったものでございます。

次のページに移ります。 

  １４款予備費でございます。こちらは歳入歳出見合いにより調整を行った

ものでございます。６２ページからは給与費明細書を付けております。これ
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はご覧いただくということで説明については省略とさせていただきます。  

  歳入についてご説明いたします。８ページをお開きください。  

  歳入、６款地方消費税交付金でございます。地方消費税交付金につきまし

ては、６月、９月、１２月、３月の４回にわたって交付がありますが、９月

までの実績から、残りの１２月、３月を見込んだ結果、１億円程度増が見込

まれるということで、今回、増加を行ったものでございます。次のページを

お開きください。 

  １１款分担金及び負担金でございます。１項３目農林水産業費負担金、こ

ちらは農業災害対策整備事業費の事業縮小に伴う減でございます。次のペー

ジをお開きください。 

  １３款国庫支出金でございます。こちらは歳出において説明した事業の増

減に対応するものでございます。こちらについては、事業の関連が分かりに

くいもののみ説明ということで、ご了解いただきたいと思います。  

  １項２目衛生費国庫負担金、母子保健衛生費国庫負担金ですが、これは歳

出において説明した未熟児養育事業費、これに対応するもので、１００万円

の２分の１となっております。 

  そして、３項２目民生費委託金、基礎年金等事務費交付金でございます

が、これは歳出において説明した国民年金事務費のシステム改修に対応する

ものでございます。 

  １４款県支出金でございます。こちらも歳出の事業の増減に対応するもの

でございますので、関係の分かりにくいもののみご説明いたします。  

  ２項２目民生費県補助金、この中の長崎県多子世帯保育料軽減事業費補助

金でございますが、これは歳出の財源内訳で説明しました県の新規事業でご

ざいまして、これが本町に措置されるものでございます。次のページをお開

きください。 

  １４款県支出金のうちの３項１目総務費委託金、これはすべて統計調査費

の決定済みの分です。次の選挙委託金についても県議会選挙の決定分でござ

います。次のページをお開きください。 

  １５款財産収入であります。１項２目利子及び配当金におきまして、減債

基金利子、これは減債基金の運用益による増が生じておりますので、今回、

増額を行っております。次のページをお開きください。 
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  １６款寄附金、１項４目農林水産業費寄附金で、説明欄、農業費寄附金で

あります。これは農地災害復旧事業費にかかる地元負担でございます。次の

ページをお開きください。 

  １７款繰入金でございます。２項２目減債基金繰入金でございます。これ

は今回の歳入歳出の余剰等を勘案した場合、こちらの減債基金繰入金の解消

が可能であると判断したものでございます。次のページをお開きください。 

  １９款諸収入であります。４項５目雑入として、国際交流支援事業補助

金、これは国際交流に対する補助金の実績に合わせております。園芸ビジョ

ン２１対策事業市町負担金、これも実績に合わせたものでございます。次の

ページをお開きください。 

  ２０款町債でございます。こちらは基本、歳出において説明した事業費の

増減に伴う増額または減額でございます。 

  ３目農林水産債におきまして、説明欄、漁村再生交付金事業債、これは事

業費の減に伴う減額でございます。 

  農道整備事業債、これは基幹農道川棚西部の増に対応するものでありま

す。 

  農村災害対策整備事業債、これも事業費の減に対応するものであります。  

  ４目土木債の中の港湾建設事業債でありますが、県営事業負担金の減額に

伴う減でございます。 

  地方特定道路整備事業債でありますが、これは県道大崎公園線の追加に伴

う増でございます。 

  社会資本整備総合交付金事業債、これも事業費の減に伴う減額でございま

す。 

  ５目消防債の中の一般単独事業債でございますが、これは先ほど常備消防

費の折に説明しました当初予定していた一般単独事業債から緊急防災減災事

業債、これに組み替えを行って増が生じたものでございます。  

  ７目災害復旧債でございます。こちらは農地農林施設災害復旧債の増でご

ざいますが、これは災害復旧事業の増に伴う増額でございます。 

  そして、町債の一番上をご覧いただきたいと思いますが、総額が補正前で

４億６,２８０万円、補正後が４億４,１５０万円ということで、２,１３０

万円の減となっております。以上が歳入の内容でございます。  
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  次に、第２表地方債補正について説明いたします。４ページをお開きくだ

さい。 

  第２表地方債補正でございます。こちらが先ほど説明しました２６ページ

の２０款町債と対応するものでございます。先ほど申し上げましたとおり、

一番下の計をご覧いただくと、補正前が４億６ ,２８０万円、補正後が４億

４,１５０万円ということで変更を行うものでございます。 

  以上が、平成２７年度一般会計補正予算（第３回）の内容でございます。

ご審議の上ご決定いただきますよう、よろしくお願いいたします。  

議    長 これから質疑を行います。 

２ 番 田 口 ３６ページ、３７ページですけれども、民生費の中の障害者

福祉費の右の方の説明欄にあります１７番の障害児給付費が６５０万円の増

となっていまして、これは説明では対象者が増加したという説明でありまし

たが、金額がかなり大きいのでですね、何人対象者が増加したのかというこ

とですね。そして、一人当たりいくらなのかという内訳を聞きたいと思いま

す。 

住民福祉課長  ただいまの田口議員のご質問でございますけれども、人数は

現在把握した資料を持ち合わせておりませんので、休憩を挟みましてから回

答させていただきたいと思います。よろしくお願いします。  

２ 番 田 口 その、感じでもいいんですけれども、何十人が何人か増えた

のか、何百人が増えたのかという、オーダー自体がよく感じが分からないん

ですけれども。 

議     長  調べて後でということですので、そのように対応しましょう

かね。 

４ 番 久 保 田 二点お尋ねします。一つ目は３１ページの戸籍住民基本台帳

費の中のマイナンバーの交付に対する臨時職員と郵便料という説明を受けた

と思います。簡易郵便で全世帯に手渡しがされたと思いますが、全部手渡っ

たのか、郵便局に留め置きはないのか、それとも役場の方に戻ってきた数は

ないのか、それが一点ですね。 

  もう一つは、４１ページ、この未熟児養育事業費１００万円の増額という

ことになっております。未熟児が生まれないような母性に対する指導という

のは十分になされているのかどうかを尋ねます。 
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住民福祉課長  ただいまの久保田議員のご質問のマイナンバーの件でござい

ます。マイナンバーの通知カードが現在どうなっているかということでござ

いますけれども、郵便局の方の配達はすべて終わっておりまして、役場の方

に不在で返戻されたものが約４９０通あります。その中で、２５通だけは郵

便によりお知らせをして本人に交付をしております。残りの４６０通ぐらい

に関しては、これから郵便によるとか、電話とか、どうしても連絡がつかな

い方はいろいろな方法によりご本人に連絡をして、役場の窓口に取りに来て

いただくように予定をしております。また、昼間にお仕事と言って来られな

い方につきましては、まだ予定でございますけれども、休みの日に窓口を設

置して交付してはどうかということで検討させていただいております。  

健康推進課長  久保田議員の未熟児が生まれないような対策、そういった母

親に対する指導とか研修とか、そういった部分を聞かれているのかと思いま

すけれども、これに関しては健康推進課の健康増進班によります母子保健事

業として母親学級であるとか、赤ちゃん学級であるとか、それから未熟児を

産まないような対策になるのかは分かりませんけれども、そういった健全な

子どもを産み育てるために様々な事業を展開しているところでございます。 

１ ３ 番 村 井 ４５ページ、漁村再生交付金事業費、これはたぶん三越漁港

の分かなと思うんですけれども、かなり交付金の減があって工事内容の変更

等を考えられるかなと思いますが、最終的な工期にどのような影響があるの

かお尋ねいたします。 

農林水産課長  ４４ページ、４５ページの漁村再生交付金事業でございます

けれども、村井議員がおっしゃるとおり、これは三越漁港の整備の予算でご

ざいます。これについては、終期がいつになるかというお尋ねでございます

けれども、私どもといたしましては、今年度予算がつかなかったことにより

実施ができなかった工事案件がございます。これについても来年度には、さ

らに要求をしていくということで考えておりますので、現時点では終期の延

長というものは考えていないところでございます。 

１ 番 山 口 ４３ページですね、農村災害対策整備事業費の３ ,８００万円

の件ですが、この事業の場所はどこなのかと、それによってここの工事予定

がどのように変わっていくのかというのが一点。 

  ４９ページでございますが、３項の道路新設改良費の社会資本整備総合交
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付金事業で、これは上組西部線にかかるもので、この工事の見直しというの

は、どういうふうな工事の見直しを行ったのか、この二点をお聞きします。 

農林水産課長  それではただいま山口議員のご質問にお答えをしたいと思い

ます。 

  資料の４２、４３ページの５目農地費でございます。この中の５、農村災

害対策整備事業費のことをお尋ねと思います。この工事費につきましては、

工事請負費として３ ,７００万円の減ということで記載をしております。当

初は、こちらについては緊急避難路棚尾線を計画しておりました。それに加

えて、新谷郷の尻無川の改修工事を予定しておりました。あまりにもこちら

の想像より予算が付かなかったということで、尻無川については、１年先送

りをさせていただきまして、予算全てを緊急避難路棚尾線の方に向けたとい

う２７年度の状況でございます。 

  予定としては、今後の予定ということでございますけれども、今年度にあ

まりにも予算が付かなかったということで、各種団体から国とか県知事への

要望活動等を行いまして、２８年度には予算を付けていただくようなことの

要望をしております。新年度については、また予算が増額をされればと期待

をしておるところでございます。以上です。 

建 設 課 長 山口議員の質問にお答えいたします。社会資本で行っていま

す上組西部線でありますけれども、これにつきましては補助金の交付決定額

に合わせまして、まず減額をしております。工事区間とかの変更ではなく

て、ここにつきましては物件調査とか、用地の鑑定評価、それと委託、それ

に工事、補償金関係があります。それを現在出てきています額につきまして

節内で調整をしたというものであります。以上です。 

２ 番 田 口 ５０ページ、５１ページの住宅管理費についてですが、改修

についての設計の落札減だという説明でありましたけれども、５０ページを

見ますと補正前の額が２,８００万円で７５０万円を大幅に減額となってお

りますので、単純に落札減なのか、それとも当初予定していたよりも設計を

行う範囲を、例えば小さくして入札に出したのかという、そこらへんのこと

をお聞きしたいと思います。単純に落札減だとすれば、かなり大幅なので、

それでいいのかなという疑問がありますので、その点をお聞きします。  

建 設 課 長 田口議員のご質問にお答えします。先ほど落札減というふう
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なことで説明をしておりましたが、これにつきましては、まず補助金の交付

額が減額されておりますので、それに併せての減額と、新町団地の屋根と外

壁の改修の設計業務委託ですけれども、これも減額になっております。当初

は、２５棟、全部を調査して、その結果で設計をするというふうにしており

ましたけれども、似たような建物がありますので、そのうちの５棟だけを調

査をして、それをほかの２５棟で設計の基礎の計算にするということで、全

部を調査しないことにしましたので減額となっております。以上です。  

議     長  他にありませんか。質疑なしと認め、これで質疑を終わりま

す。 

  これから討論を行います。本案に対し、反対者の発言を許します。  

 

（発言なし） 

 

議    長 次に、賛成者の発言を許します。 

 

（発言なし） 

   

議    長 討論なしと認め、これで討論を終わります。 

  これから議案第５４号「平成２７年度川棚町一般会計補正予算（第３

回）」の採決を行います。 

  お諮りします。本案は原案のとおり決定することに異議ありませんか。  

 

「異議なし」の声あり 

 

議     長  異議なしと認めます。したがって議案第５４号「平成２７年

度川棚町一般会計補正予算（第３回）」は、原案のとおり可決されました。 

（１０：４９） 

議     長  次に、日程第３、議案第５５号「平成２７年度川棚町介護保

険事業特別会計補正予算（第３回）」を議題といたします。提案理由の説明

を求めます。 

町     長  議案第５５号「平成２７年度川棚町介護保険事業特別会計補
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正予算（第３回）」について、提案理由を説明いたします。  

  今回の補正は、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５９万７千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１３億２ ,９７２万８千円に

しようとするものであります。なお、補正の詳細につきましては、健康推進

課長から説明いたしますので、ご審議の上ご決定いただきますよう、よろし

くお願いいたします。 

健康推進課長  それでは、補正予算の内容につきましては、事項別明細書で

説明いたします。歳出から説明いたしますので、１０ページ、１１ページを

お開きください。 

  １款総務費、１項１目総務管理費につきましては、介護保険制度改正に伴

うシステム改修費の増額補正であります。次のページをお願いいたします。 

  ４款地域支援事業等費、３項１目指定介護予防支援事業費、これにつきま

しては、要支援者のケアプランを策定を一部委託をしておりますが、介護報

酬の改定や件数が当初見込みより増加傾向であることから増額補正をするも

のであります。次のページをお願いいたします。 

  ８款予備費、１項１目予備費につきましては、歳入歳出の見合いにより減

額をするものであります。 

  続きまして歳入についてご説明いたします。６ページ、７ページをお開き

ください。 

  ３款国庫支出金、２項３目介護保険事業費補助金は、歳出で説明をいたし

ました介護保険制度改正に伴うシステム改修に対する国庫補助金で、補助率

は事業費の２分の１となっております。次のページをお開きください。  

  ８款繰入金、１項４目その他一般会計繰入金ですが、ここも先ほどご説明

いたしました介護保険制度改正に伴うシステム改修費に対する町の負担分で

あります。事業費の２分の１を一般会計から繰り入れるものであります。  

  以上で、説明を終わりますが、ご審議の上ご決定いただきますよう、よろ

しくお願いいたします。 

議    長 これから質疑を行います。 

 

「な  し」の声あり 
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議    長 質疑なしと認め、これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。本案に対する反対者の発言を許します。  

 

（発言なし） 

 

議    長 次に、賛成者の発言を許します。 

 

（発言なし） 

 

議    長 討論なしと認め、これで討論を終わります。 

  これから議案第５５号「平成２７年度川棚町介護保険事業特別会計補正予

算（第３回）」の採決を行います。 

  お諮りします。本案は原案のとおり決定することに異議ありませんか。  

 

「異議なし」の声あり 

 

議     長  異議なしと認めます。したがって、議案第５５号「平成２７

年度川棚町介護保険事業特別会計補正予算（第３回）」は、原案のとおり可

決されました。 

（１０：５４） 

議    長 ここでしばらく休憩いたします。 

（１０：５４） 

（…休  憩…） 

（１１：１０） 

議    長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

議     長  住民福祉課長より発言の申し出があっておりますので、これ

を許可します。 

住民福祉課長  先ほどの田口議員のご質問にありました障害児給付費の対象

者数がどのぐらいなのかということでございました。現在４１人となってお

ります。昨年の２６年４月１日が３０人でしたので、１１人の増加になって
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おります。 

議     長  次に、日程第４、議案第５６号「平成２７年度川棚町公共下

水道事業特別会計補正予算（第２回）」を議題といたします。提案理由の説

明を求めます。 

町     長  議案第５６号「平成２７年度川棚町公共下水道事業特別会計

補正予算（第２回）」について、提案理由を説明いたします。 

  今回の補正は、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１,１３９万４千

円を追加し、歳入歳出予算の総額を５億７ ,２４３万４千円にしようとする

ものであります。補正予算の詳細につきましては、水道課長から説明いたし

ますので、ご審議の上ご決定くださいますよう、よろしくお願いいたしま

す。 

水 道 課 長 それでは説明いたします。歳出から説明いたしますので、１

１ページ、１２ページをお開きください。事項別明細書で説明いたします。 

  １款１項１目一般管理費ですが、２節給料から４節共済費につきまして

は、一般会計と同様に人件費補正でございます。 

  １３節委託料につきましては、下水道事業企業会計移行支援業務委託の落

札減に伴う減額でございます。 

  ２７節公課費は、消費税の確定に伴い必要額を計上したものでございま

す。 

  ２７年度の消費税につきましては、２６年度の工事費を繰り越したことか

ら仮払い消費税として納付消費税から控除する額が大幅に減り、その結果、

納付消費税が増えたことから増額するものでございます。なお、すでに支払

い済みの消費税につきましては、３目処理場管理費の１１節需用費から流用

して支払っております。 

  次に、３目処理場管理費ですが、１１節需用費は先ほど説明いたしました

公課費への流用に伴い、不足する額を計上したものでございます。次のペー

ジをお願いいたします。１３ページであります。 

  ２款１項１目下水道建設費ですが、２節の給料から４節共済費まで人件費

の補正であります。次の１５ページをお願いたします。 

  ３款１項２目公債費利子ですが、財源内訳について組み替えを行ったもの

であります。一般財源の下水道使用料から特定財源その他の一般会計繰入金
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の方に組み替えを行ったものであります。それでは歳入を説明いたしますの

で、７ページ、８ページをお願いいたします。 

  ４款１項１目一般会計繰入金でありますが、歳入歳出の見合いにより一般

会計から増額で繰り入れるものであります。次のページ、９ページ、１０

ページでございます。 

  ７款１項１目下水道建設事業債ですが、１節の下水道建設事業債は、歳出

でも説明いたしましたが、下水道事業会計移行支援業務委託費の減に伴い、

起債借入額を減額するものであります。次に３ページをお願いいたします。 

  第２表地方債補正でございます。補正前の限度額４ ,４７０万円を補正後

の限度額４,３９８万円に減額補正するものであります。理由につきまして

は、先ほど申し上げました下水道事業の企業会計移行支援業務委託費の減に

伴うものでございます。 

  １７ページには給与費明細を添付しておりますが、説明は省略させていた

だきます。以上で説明を終わりますが、ご審議の上ご決定くださいますよ

う、よろしくお願いいたします。 

議    長 これから質疑を行います。 

 

「な  し」の声あり 

 

議    長 質疑なしと認め、これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。本案に対する反対者の発言を許します。  

 

（発言なし） 

 

議    長 次に、賛成者の発言を許します。 

 

（発言なし） 

 

議    長 討論なしと認め、これで討論を終わります。 

  これから議案第５６号「平成２７年度川棚町公共下水道事業特別会計補正

予算（第２回）」の採決を行います。 
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  お諮りします。本案は、原案のとおり決定することに異議ありませんか。  

 

「異議なし」の声あり 

 

議     長  異議なしと認めます。したがって、議案第５６号「平成２７

年度川棚町公共下水道事業特別会計補正予算（第２回）」は、原案のとおり

可決されました。 

（１１：１７） 

議     長  次に、日程第５、議案第５７号「平成２７年度川棚町水道事

業会計補正予算（第３回）」を議題といたします。提案理由の説明を求めま

す。 

町     長  議案第５７号「平成２７年度川棚町水道事業会計補正予算

（第３回）」について、提案理由を説明いたします。 

  今回の補正は収益的収入及び支出で収入において５０万円を増額し、収入

予算の総額を３億７,３４６万８千円に、また、支出において６００万円を

増額し、支出予算の総額を２億８,９０８万８千円にしようとするものであ

ります。補正予算の詳細につきましては、水道課長から説明いたしますの

で、ご審議の上ご決定いただきますよう、よろしくお願いいたします。  

水 道 課 長 それでは説明をいたします。３ページをお開きください。  

  補正予算実施計画説明書により説明をいたします。まず、収入についてで

ありますが、１款１項営業収益の５目その他営業収益は、県営事業の基幹農

道整備に伴う水道管移設工事の補償費の補正として、工事負担金として５０

万円を増額するものであります。場所につきましては、中組工区の野口川の

１号橋架設に伴うものでございます。 

  次に、支出についてでありますが、１款１項営業費用の３目配水及び給水

費の工事請負費については、まず１つ目が基幹農道整備事業、川棚西部新谷

工区において、今回、舗装工事が発注されたことから舗装の前に布設替えを

行うものであります。なお、既存の町道につきましては、今後、廃止される

と聞いており、維持管理上からも新しくできます農道敷きへの布設を行うも

のであります。 

  二点目が、同じ基幹農道に伴う中組工区についてでありますが、収入でも
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説明しましたように、野口川の１号橋梁の架設に伴い、配水枝管の移設が生

じました。併せて現在、個人所有の耕作道路や、農地に埋設されている既設

配水枝管について、維持管理上、支障がありますので、町道敷きに布設替え

を行うものでございます。 

  なお、１、２ページには補正予算実施計画説明書、それから４、５ページ

にはキャッシュフロー計算書、６ページには損益計算書、７、８ページには

水道事業の予定貸借対照表を記載しておりますが、説明は省略させていただ

きます。 

  以上で、説明を終わりますが、ご審議の上ご決定いただきますよう、よろ

しくお願いいたします。 

議    長 これから質疑を行います。 

２ 番 田 口 ただいま説明がありました３ページについてですが、農道の

建設による水道管の移設ということだけであれば、その負担金と工事費は同

じ金額であるべきだと思うんですけれども、同じ金額になっていないのはな

ぜかということと、それから、新谷部分については負担金というものがない

というのはなぜかということをお聞きしたいと思います。 

水 道 課 長 田口議員の質問にお答えいたします。まず、収入と支出の関

係でありますが、収入の５０万円の増額については、先ほど説明いたしまし

た中組工区ということであります。その中組工区の支出の工事の中で説明い

たしましたように、基幹農道に伴う移設の部分と併せて維持管理上、今後支

障が発生するということでの町単独での布設替えを計上しておりますので、

収入と支出の金額が同額ではないということであります。 

  新谷工区につきましては、現在、町道敷きに埋設をしております。この町

道敷きは、基幹農道の横に路線として走っておりまして、その町道敷きは基

幹農道での支障がないと。そのまま町道敷きに埋設しても特に問題はない場

所ではありますが、先ほど言いましたように今後町道敷きについては、町道

の廃止をされるということで、将来、廃止をした町道敷きの部分についてど

う取り扱いがされるのか、今のところ不明であります。それに現在、農道の

舗装がまだ未舗装でありますので、未舗装部分に水道管を埋設する方が経費

的にも安くなるということであります。維持管理上と工事費の削減も含めて

でありまして、今回、基幹農道による支障、移転ということではございませ
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ん。以上です。 

２ 番 田 口 そうすると、本当に純粋に基幹農道によって移転をしなけれ

ばならない部分は５０万円だということですね。 

水 道 課 長 はい、議員のおっしゃるとおりでございます。 

議    長 他に質疑はありませんか。 

 

「な  し」の声あり 

 

議    長 質疑なしと認め、これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。本案に対する反対者の発言を許します。  

 

（発言なし） 

 

議    長 次に、賛成者の発言を許します。 

 

（発言なし） 

 

議    長 討論なしと認め、これで討論を終わります。 

  これから議案第５７号「平成２７年度川棚町水道事業会計補正予算（第３

回）」の採決を行います。 

  お諮りします。本案は、原案のとおり決定することに異議ありませんか。  

 

「異議なし」の声あり 

 

議     長  異議なしと認めます。したがって、議案第５７号「平成２７

年度川棚町水道事業会計補正予算（第３回）」は、原案のとおり可決されま

した。 

（１１：２６） 

議     長  次に、日程６、議案第５８号「川棚町個人番号の利用及び特

定個人情報の提供に関する条例」を議題といたします。提案理由の説明を求

めます。 
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町     長  議案第５８号「川棚町個人番号の利用及び特定個人情報の提

供に関する条例」について、提案理由の説明をいたします。  

  平成２５年５月３１日に公布された行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律が、平成２８年１月１日に施行されるこ

とに伴い、関連する法律により個人番号の利用及び特定個人情報に関する規

定を条例により整備する必要が生じたところであります。この法律におい

て、国、都道府県や市町村等、本町以外の情報機関との連携は法律に定めら

れた事務については情報ネットワークシステムを介して行うことができると

されていますが、市町村等が法律に定められていない事務において、個人番

号を利用する場合や、個人番号を利用する事務において、町長部局内の部署

間や町長部局と他の部局間との間で特定個人情報の連携を行う場合には、条

例により定めることとなりましたので、川棚町個人番号の利用及び特定個人

情報の提供に関する条例を提案するものでございます。 

  なお、条例の内容につきましては、総務課長に説明させますので、ご審議

の上ご決定いただきますよう、よろしくお願いいたします。  

総 務 課 長 それでは、川棚町個人番号の利用及び特定個人情報の提供に

関する条例の中身について説明いたします。 

  条例本文をご覧いただきたいと思います。まず、第１条でございますが、

第１条では、趣旨を記載しております。法律第９条第２項と法律第１９条第

９号の規定に基づきまして、先ほど町長が申しましたように、法律に規定さ

れていない事務で個人番号を独自に利用するための独自利用事務と、庁内で

番号を利用して特定個人情報の授受を行うための庁内連携と、同一地方公共

団体内の他の機関、これは機関連携というふうにいいますけれども、特定個

人情報の提供に関して必要な事項を定めております。 

  次に、第２条でございます。これは定義でございます。この条例について

の用語の定義を示すものでございます。 

  第１号でございます。個人番号、法第２条第５項に規定する個人番号、こ

れにつきましては、住民票コードを変換して得られる番号であって、当該住

民票コードが記載された住民票に係るものを識別するために、通知カードに

記載された番号をいうと、このように定義づけされております。 

  第２号でございます。特定個人情報、法第２条第８項に規定する特定個人
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情報をいう、この第２条第８項でございますけれども、これは「個人情報に

個人番号が含まれる情報をいうと、このように定められております。 

  次に第３号でございます。個人番号利用事務実施者、法第２条第１２項に

規定する個人番号利用事務実施者をいうと、これは、個人番号利用事務を処

理する者及び個人番号利用事務の委託を受けた者をいうと、定められており

ます。 

  第４号でございます。情報提供ネットワークシステム、これは、法第２条

１４項に規定する情報提供ネットワークシステムをいう、これについても

ちょっと説明をいたしますが、行政機関の長等の使用にかかる電子計算機を

相互に電気通信回線で接続した電子情報処理組織であって、暗号、その他、

その内容を容易に復元することができない通信の方法を用いて行われる特定

個人情報の提供を管理するため総務大臣が設置管理するものをいうと、この

ようになっております。 

  次に、第３条、町の責務でございます。 

  ここでは、個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関し、その適正な取

り扱いを確保するために必要な措置を講じるとともに、地域の特性に応じた

施策を実施するため、町の責務を定めるということで、３条を定めるもので

ございます。 

  第４条、個人番号の利用の範囲でございます。 

  第４条第１項、第２項につきましては、ページをめくっていただいて、右

の方に別表第１、第２、それぞれ４条関係はここの部分でございますけれど

も、ここでは、法定事務以外の事務における個人番号の利用事務等を定める

ものとしております。上の表でございますけれども、これは独自利用でござ

いまして、法律に定められていないもの、町長部局におきましては、川棚町

福祉医療費の支給に関する条例による医療費の支給等に関する事務でござい

ます。そして、教育委員会の部局では、就学援助費の給付に関する事務を規

定しております。 

  次に、下の真ん中の表でございますけれども、ここでは、庁内の事務でご

ざいます。町長部局内で情報の連携をする項目でございます。まず、利用事

務といたしましては、川棚町福祉医療費の支給に関する条例による医療費の

支給等に関する事務でございまして、右の欄、特定個人情報でございますけ
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れども、ここについては利用する情報でございます。 

  住民基本台帳関係、地方税関係、それから児童扶養手当関係、身障者の関

係、精神障害者保健福祉手帳の関係、それから療育手帳に関する情報、こう

いったことを庁内では連携をするということで規定をするものでございま

す。 

  第３項、第４項でございますけれども、ここでは他の条例等の規定によっ

て、書類の提供を義務付けている場合において、庁内連携により当該書類と

同一の内容の情報を照会ができる場合には、それらの書類等の提出があった

とみなすことを定めをしているものでございます。添付書類の付与の関係で

ございます。 

  第５条でございます。特定個人情報の提供ということで、ここでは第３表

ですね、先ほどのページの一番下の表でございます。ここでは、機関連携の

部分を書いております。町長部局と教育委員会との連携の関係でございま

す。情報照会の機関、これが教育委員会、ここでは学校保健安全法による医

療に関する費用についての援助に関する事務、そして就学援助費の給付に関

する事務、こういった事務がございまして、情報の提供機関として町長部局

がございます。そして、提供される特定個人情報については、住民票の関

係、地方税の関係、生活保護法、児童扶養手当関係の情報でございます。そ

して、就学援助費のところについては、住民票の関係の情報、地方税関係の

情報、生活保護関係の情報、児童扶養手当関係の情報、こういったものが他

の部局間との連携を規定するものでございます。 

  第５条第２項でございますが、ここでは先ほども触れましたけれども、添

付書類の省略の件でございます。他の条例等の規定により、書類の添付を義

務付けている場合において、機関連携により当該書類と同一の内容を照会で

きる場合は、当該書類の提供があったとみなすことを定めております。  

  第６条でございます。これは規則への委任でございます。この条例に定め

られるもののほか、他は規則で別に定めますというような規定でございま

す。 

  附則、施行期日でございますけれども、施行期日については、法律におけ

る個人番号の利用開始日と同一日ということで、平成２８年１月１日から施

行するということでございます。 
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  以上、説明を終わりますが、ご審議の上ご決定くださるよう、よろしくお

願いいたします。 

議    長 これから質疑を行います。 

２ 番 田 口 この条例の４条１項についてですけれども、これは別表第２

の関係でやむを得ないのかなと思いますが、４条第１項のところを読みます

と、別表第１の左欄に書かれる機関が行う同表の右欄に掲げる事務といっ

て、町長が行う福祉医療費の支給に関する条例に関する事務というのが別表

１にありますよね。そのあとに、別表第２の左欄に掲げる機関が行う同表の

中欄に掲げる事務、これも別表第２の町長があって、利用事務ってあって、

福祉医療の支給に関する事務って、要するに内容が同じことを書いてあるわ

けなんですけれども、これは別表第２があるという、その構造上のことかも

しれませんが、この４条１項では、２つ同じことが書いてあるんじゃないか

と思うんですけれども、その点はいかがでしょうか。 

総 務 課 長 別表第１では、法定事務以外の事務における個人番号の利用

事務、これは独自利用の分を掲載いたしておるところです。  

  第２表では、町の独自の施策について個人番号を利用する場合は、事務処

理に必要な限度で利用することができますということがありまして、町長は

法律に掲げる事務の範囲内で、特定個人情報を事務処理に必要な限度で、同

一機関内の複数の事務間での特定個人情報の利用をすることができると。い

わゆる庁内連携の事務をここに掲載しているということでご理解いただけれ

ばと思います。 

２ 番 田 口 その別表第１というのと、別表第２というものの性格が違う

ことは分かるんです。しかし、独自利用を定めたという別表第１であれば、

もう別表第１の最初の部分ですね、別表第１の左欄に掲げる機関が行う同表

の右欄に掲げる事務だけでよいのではないか。すなわち別表の第２の欄まで

４条１項で引く必要がないのではないかと思うわけですよ。そういうふうに

思いませんか。 

総 務 課 長 第１表は先ほども言いましたように法定事務以外の事務を記

載しておりますが、現在のところは、この１件だけなんですね。これだけが

今のところ法定外ということになります。今後、ここの部分が増えてまいり

ますと、当然、別表第２の方が欄が増えてまいります。そうしますと、当
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然、第２表も必要であるということになります。以上でございます。  

１ 番 山 口 第３条でございますが、町の責務の中でですね、「町は個人

番号の利用及び特定個人情報の提供に関し、その適正な取り扱いを確保する

ために必要な措置を講ずるとともに」ということで書いてあるんですけれど

も、個人ナンバーカードというのは、あくまでも個人情報に関する取扱いに

なってくるわけですが、そこの適正な取り扱いを確保するために必要な措置

というのは、具体的にどのような措置なのか。これが来年の１月１日までこ

の措置が講じられるような対策というんですか、これが現在、進行しつつあ

るのか、その状況についてお尋ねしたいと思います。 

総 務 課 長 山口議員のご質問に関してでございますが、個人情報の適正

な取り扱いに対する措置をどのような措置をするかということでございます

が、今のところ具体的には持ち合わせておりませんけれども、これはこの法

律の解説にありますが、個人情報が漏えいした場合には、これを使ったデー

タマッチングにより、個人の権利、利益に与える甚大な被害を招く恐れがあ

るということがございます。そして、個人番号に関する安全確保の措置を講

じなければならないというふうになっております。そうした中で、まず、情

報の管理については、当然のことながら各部署において十分な管理、当然、

これは必要になるわけでございますが、ただ、ここに今回、条例にさせてい

ただきましたけれども、この分については情報提供ができるということに

なっておりますので、この分については、これまで決裁で行っていた情報の

提供がもうなくなりますので、これができることになりますけれども、これ

までの決裁で行っていたとおり、十分な各部署間での情報の管理を行ってい

くということにしていきたいと、このことについては各部署間において、い

わゆるルール決めといいますか、作ることで検討していきたいなと考えてお

ります。 

１ 番 山 口 非常に重要なことでですね、ここの必要な措置について具体

的にはまだ持ち合わせていない。そして１月１日から施行しますよと。まさ

にですね、このマイナンバーカードを利用するということは、個人の情報を

きちんと管理しますよという前提のもとでこの法律が制定されていると。そ

うすればこれを、いわゆるこの条例というのは、いわゆる役場庁舎内でそれ

ぞれの機関が利用できる条例なんですよ。そこにですね、いわゆる適正な取
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り扱いを確保するためにですね、具体的な措置がない中でこの条例を出して

くるというのはおかしいんじゃないかと。当然、これについては具体的にこ

ういう措置を講じてやっていくんだと、それが初めて提示されて、この条例

が裏付けになるんじゃないかと。だから非常にその部分があいまいな答弁で

ですね、再度、きちんと具体的な適正な措置についての答弁をお願いしたい

と。 

総 務 課 長 個人情報に関しましては、川棚町個人情報保護条例というの

がもともとございます。個人の情報の取り扱いについて規定をしておりま

す。そして、今回提案しております内容については、別表に記載しておりま

すとおり、この項目以外には使用できないということになりますので、ここ

で措置はできるものと思っております。以上でございます。 

１ 番 山 口 非常にあいまいだと思っているんですよね。例えば、別表以

外は利用できないからこれで適正な処置であると。いわゆるナンバーカード

というのを庁舎内で利用した時に、おそらく一番今後問題になるのは、個人

情報の漏えいという問題なんですね。これが別に川棚町個人情報保護条例が

あると。それで行きますよと。別表以外使えませんよと。これが果たして適

正な措置と言えるのかどうかですよね。当然、新たにここに条例で一番大事

なのは町の責務なんですよ。いわゆる個人に全部ナンバーを付けて、個人情

報がそのカードの中に入ってしまうと。それを利用した場合に、それをどう

いうふうな具体的なかたちできちんと措置をしていくか。非常にあいまいな

かたちの説明であろうと。当然、そこに係わる部分というのはですね、一番

きちんと説明いただきたいと。非常に今のでは不十分なのかなという気が私

はいたします。 

議     長  山口議員、今質問がありましたけれども、時間的に１２時を

回りましたので、ここで休憩ということにして、再開の折に答弁をいただく

ということでよろしいですか。 

１ 番 山 口 いいですよ。 

町     長  今あの、マイナンバー制度の施行によりまして、個人情報の

漏えいというのが大変心配されて、そういったご発言があったと思います。

これについてはですね、まず、議員がおっしゃった適正な取り扱いを確保す

るために必要な措置を講ずると。これについてはですね、４条に記載してあ
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ることについてが、それに該当するというふうに私は理解しております。町

で、マイナンバーを取り扱いをする場合の規定を条例で定めていると。それ

がいわゆるここに書いてある措置を講ずるということであります。具体的に

ですね、マイナンバーの個人情報が漏れないようにするための一つの具体的

なかたちというのはどういうものかというご質問がありましたけれども、そ

の質問の趣旨がまず分かりません。どういったものを議員が求められている

のか。一つですね、今皆さん方にご理解いただきたいのは、このマイナン

バー制度の施行によりまして、これまで私どもパソコンについては総合行政

システム、いわゆる基幹系のシステムと、それから同じパソコンでインター

ネットを見られる情報系と、同じパソコンで操作をしておりました。これを

マイナンバー制度が施行されることによって、基幹系と情報系のパソコンを

別にして、絶対に個人情報、マイナンバー情報が漏れないようにという措置

をすでに実施をいたしております。そういったことはぜひご理解をいただき

たいと思います。 

議    長 ここで、しばらく休憩いたします。 

（１２：０５） 

（…休  憩…） 

（１３：００） 

議    長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

総 務 課 長 先ほどの山口議員のご質問に対して、町長が回答いたしまし

た基幹系と情報系の分離を行ったということで終わっておりますので、他の

件の措置といたしまして、まず、内部におきましては、部署間において相互

間でのアクセスの制御、これをまず実施をいたしております。そして、個人

情報を紙ベースで保管している書類等の厳重保管、そしてこの書類を処分す

る際のシュレッダー裁断、これを実施いたしております。そして、記憶媒体

でありますＵＳＢの利用の制限、これについては総務課の方から配布するＵ

ＳＢのみを使用するということで制限をかけていくということにいたしてお

ります。以上でございます。 

  そして、先ほど田口議員の質問の中で分かりにくい説明をいたしましたけ

れども、再度、説明させていただきたいと思います。まず、第１表におきま

しては、ここでは機関ごとにまず事務を列記いたしております。そして第２
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表、第３表では、それぞれ機関であります町長部局、それから他の部局とい

うふうにここを分離をして掲載し、その事務ごとに提供する特定個人情報を

記載しておるということでございまして、これについては法律で規定してお

ります様式を引用して作成をいたしております。以上でございます。 

１ 番 山 口 必要な措置を講じるというのが、今かなり詳細に出てきたわ

けですが、ＰＣの専用ラインをした場合に、各課に専用のＰＣをどれぐらい

置くのか、いわゆる専用のＰＣを誰が管理していくのかですね。そういった

部分というのはまだ具体的に決めていないのか。誰でも自由に勝手に立ち上

げて、誰でも総務課から配られたＵＳＢを持っておけば使えるのかどうかで

すね。そして、そういった点の職員への個人番号を利用した情報の利用に関

してのきちんとしたマニュアル等を作って、職員に対する指導、研修という

んですかね、それをどういうかたちでやっていくのか。そういった点につい

てはどう考えておられるのか。追加してお聞きしたいと思います。  

総 務 課 長 まず、パソコンでの対応の関係で、まずパソコンについては

情報系と基幹系を分けるということで、基幹系は全職員、情報系について

は、係に１台ないし２台というかたちにしておりまして、その制御につきま

してはパスワードでの制御というかたちをとっております。以上です。  

１ 番 山 口 きちんとマニュアルなりなんなり作ってですね、全職員にき

ちんとしたかたちでですね、周知なり研修なりきちんとやられるのかどうか

ですね。その点も伺ったつもりなんですけどね。 

副 町 長 川棚町住民基本台帳ネットワークシステムの組織図というも

のを作っております。この中で、私が総括責任者ということになって、責任

者は住民福祉課長、住基を扱うということですね。庶務担当が住民係、ある

いはシステム管理者が総務課長で、システム担当者が情報法規係、その中で

組織を作って、これについてはどういった権限を与えていいのか、臨時職員

については当然私にパソコンを使わせていいか、どういった業務に使うから

権限を与えてくださいというものが上がってきます。それを見て、これは必

要ないんじゃないか、そういったものの決裁を私の方でしております。もう

一つは、マイナンバーの件もそうなんですけれども、考え方を決めた場合に

は課長会議で説明をして職員に話す、あるいはメール等で周知をする。そう

いったことでやっているところでございます。 
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３ 番 三 岳 まずですね、第１条の上にですね、趣旨という表現があるわ

けですね。通常、条例を制定される場合には目的というのが一般的な使い方

かなと。趣旨というのが、どういった意味合いを持つのかということとです

ね。 

  第６条がございます。規則への委任ということで、必要なものは規則で定

めるという表現があっているわけですね。なおかつ別表を見ていきますとで

すね、最後には規則で定めるものという表現で終始しているわけですね。と

いうのは、細部の事務というのをおそらく規則で定められるのかなという判

断ができますけれども、この規則については作成済みなのかお尋ねをしたい

と思います。 

総 務 課 長 まず、第１条の趣旨でございますが、ここは目的が普通では

ないかということなんですが、この趣旨については文面は読んでいただくと

分かりますが、目的の方も含まれているものと、このように思っておりま

す。 

  そして、第６条でございますが、第６条では、この条例の施行に関し必要

な事項は規則で定めるというふうなことでございますが、別表を見ていただ

ければ、それぞれの特定個人情報の欄を見ていただきますと、規則で定める

ものとしておりまして、今ここの整備をする必要がございます。これについ

て、今現在、作成中でございます。以上でございます。 

１０番髙以良  今の質問と答弁に続くような質問になりますが、この規則に

ついては、今現在準備中ということですが、今回の議案の５８号について

は、今までの慣例からいくと、委員会付託ということになるのではないかな

というふうに思っておりますけれども、その場合に、委員会付託となった場

合に、委員会の審査の折には、現在準備されている規則を含めて説明とか、

そういうことがあるというふうに思っていていいでしょうか。  

総 務 課 長 第６条の関係で、規則は次の委員会の時に間に合いますかと

いうことですが、作成状況がどの程度までできているのか分かっておりませ

んが、規則に定めるものの内容については、委員会の折には説明できるよう

に準備をしていきたいと、このように思います。 

議    長 質疑なしと認め、これで質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております議案第５８号「川棚町個人番号の利用及び
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特定個人情報の提供に関する条例」は、総務厚生委員会に付託したいと思い

ますが、これに異議ありませんか。 

 

「異議なし」の声あり 

 

議     長  異議なしと認めます。したがって、議案第５８号「川棚町個

人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例」は、総務厚生委員会に

付託することに決定をいたしました。 

（１３：１１） 

議     長  次に、日程第７、議案第５９号「川棚町債権管理条例」を議

題といたします。提案理由の説明を求めます。 

町     長  議案第５９号「川棚町債権管理条例」について、提案理由を

説明いたします。 

  地方公共団体が保有する金銭の給付を目的とする債権は、税、分担金及び

負担金、使用料、手数料、財産収入など、多種多様なものがありますが、公

法上の原因に基づいて発生する公債権と私法上の原因に基づいて発生する私

債権に分類され、さらに公債権は滞納が発生した場合の債権回収として分類

すると、地方税の滞納処分の例によることができる自力執行権を有する公債

権と滞納処分等の法的権限のない自力執行権がない公債権に分類されます。

これらの債権については、滞納が発生した場合、それぞれの債権の分類に

よって適用される根拠法令や根拠条項が異なり、また債権回収の方法や債権

消滅のための時効の援用など、対応が異なるものであります。  

  また、私債権においては、債権回収が不能であると判断された債権につい

て、時効の援用がない限り公債権のように不納欠損ができないなど、実務

上、対応に大変苦慮しているというところがあります。こうした点につきま

しては、平成２７年２月に監査委員からの平成２６年度定期監査報告書にお

いて、不納欠損処分の処理については、他の自治体にみられる債権全体にわ

たる事務処理マニュアルの作成及び債権管理上の規定の整備に努められたい

とのご指摘をいただいたものであります。このようなことから、町が保有す

る債権の管理について、分類、整理し、町債権全体にわたり、その手続きを

総括的にまとめた事務処理の指針となる条例を定めることにより、債権の管
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理の適正化を図るとともに、一層の債権確保を図るため本条例を制定しよう

とするものであります。なお、詳細につきましては、企画財政課長から説明

させますので、ご審議の上ご決定いただきますよう、よろしくお願いをいた

します。 

企画財政課長  それでは、私からこの条例の内容についてご説明をいたしま

す。 

  まず第１条、目的でございます。これはこの条例の目的を明らかにしたも

のであり、町債権の管理の適正を期することを目的とすると、謳っているも

のであります。 

  次に第２条、定義でございます。この第２条において、４つの号に分けて

用語の意義を定めております。 

  まず第１号、町の債権でありますが、これは金銭の給付を目的とする町の

権利、これはすべての債権を謳ったものであります。 

  次に第２号、町税であります。これは地方税法の規定に基づく徴収金額、

いわゆる町税を指すものでございます。 

  第３号、公債権、これは町税以外の町の債権のうち、国税または地方税の

滞納処分の例により処分ができるもの。そうした滞納処分の権限があるもの

を指します。 

  そして第４号、その他の債権でありますが、これは町債権のうち、町税及

び公債権以外のものを言うと、いうことで規定をしております。したがいま

して、先ほど町長の提案説明でありました、いわゆる私債権は、この第４号

に含まれてまいります。 

  次に第３条、法令等との関係でありますが、書いてありますように他の法

令または他の条例若しくはこれに基づく規則等に特別の定めがある場合を除

くほか、この条例に定めるところによるという、そういう関係を示しており

ます。 

  次に第４条、町長の責務であります。これは、町の債権を適正に管理すべ

き町長の責務について定めたものであります。 

  第１項において、法令等の定めに従い、町の債権の適正な管理に努めなけ

ればならない。第２項において、事務の状況を的確に把握するとともに、適

正に管理するための体制を整備すると、そういう責務を掲げております。 
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  次に第５条、台帳の整備でありますが、町の債権を適正に管理するため台

帳を整備すると、その旨を規定しております。 

  第６条、督促でございます。この督促につきましては、町の債権とありま

すので、全ての債権を意味しますが、いわゆる町税等につきましては、地方

税法等の法令等の定めるところがあります。そして、今まで町税以外につき

ましては、川棚町税外収入金の督促及び滞納処分に関する条例というものが

ございまして、こちらの方で督促、延滞金、さらに滞納処分というものを規

定しておりましたが、今回、包括的に債権管理をするという目的でこの条例

を定めますので、税外収入金の督促及び滞納処分に関する条例をこの債権管

理条例に統合を図っております。従いまして、ここによって督促を定めてお

ります。次のページをお開きください。 

  第７条、延滞金でございます。これも先ほど申しましたように、税外収入

金の督促及び滞納処分に関する条例、これを統合しました関係で延滞金も債

権管理条例の中に設けております。 

  次に第８条、滞納処分等であります。町税及び公債権について、地方税法

等の規定により滞納処分を行う旨を規定した規定でございます。  

  次に第９条、強制執行等であります。この第９条から第１４条までは、そ

もそも地方自治法施行令の方に定めがありまして、地方自治法施行令第１７

１条の２に強制執行等が規定されております。その旨の規定を債権管理条例

において、第２条で定義したその他の債権については、こうした自治法施行

令と同様の規定によって債権管理を行っていくということを確認として規定

したものであります。 

  戻りまして、第９条でありますが、こちらは自治法施行令１７１条の２の

確認規定でございます。見出し等も同じで、条文、条項、定義については、

今回、債権管理条例の定義、あるいは条項に整理をしております。  

  第１０条、履行期限の繰り上げでございます。これは、自治法施行令１７

１条の３に対応する確認規定でございます。 

  第１１条、債権の申し出等でありますが、これは自治法施行令１７１条の

４に対応するものであります。 

  第１２条、徴収停止でありますが、これは自治法施行令１７１条の５に対

応するものであります。 
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  第１３条、履行延期の特約等、これは自治法施行令１７１条の６に対応す

る確認規定であります。 

  第１４条、免除、これは自治法施行令１７１条の７に対応する確認規定で

ございます。 

  第１５条、放棄でございます。この条項は、その他の債権、いわゆる私債

権が含まれますが、その他の債権の債権放棄について定めた規定でございま

す。この規定によりまして、本来、債権放棄、自治法で定める権利の放棄は

地方自治法第９６条第１項第１０号に定める権利の放棄にあたりますので、

本来は議決事項でございます。その分を特別の定めがある条例を定めること

によって債権放棄の権限を町長に付与するという規定でございます。  

  第１５条に書いておりますように、次の各号のいずれかに該当する場合に

おいて、当該、その他の債権及びこれに係る損害賠償金等を放棄することが

できるということで規定をしております。従いまして、こちらはあくまで権

限の付与でございまして、税などのように消滅時効完了後、ただちに時効消

滅するというものではありませんで、時効が到来しても徴収可能であれば引

き続き徴収努力は当然するというものでございます。 

  それでは各号の説明に移ります。第１号については、消滅時効にかかる時

効期間が満了したときということで、時効消滅に該当する場合、この１号の

適用になります。 

  次に第２号ですが、これは債務者の死亡等による場合でございます。  

  第３号、こちらは債務者が著しい生活困窮にあり、資力の回復が困難であ

る、そういう場合を要件として定めたものであります。 

  第４号につきましては、第９条に規定する強制執行の手続き等が終了した

場合、債務者が無資力である場合、そういう要件の場合を規定したものであ

ります。 

  第５号につきましては、第１２条に規定する徴収停止の措置をとった後、

相当の期間を経過した後においても債務者の資力回復が困難である、そうい

う要件を規定したものであります。 

  第６号につきましては、債務者の失踪、所在不明、いわゆる行方不明など

の場合の要件を定めたものでございます。 

  第７号につきましては、債務者である法人の清算が結了した時ということ
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を定めたものであります。 

  次に第１５条第２項でありますけれども、町長は前項の規定により、その

他の債権を放棄したときは、これを議会に報告しなければならないと定めて

おります。これは先ほど申し上げましたように、この権利の放棄、債権放棄

は本来、議決事項でありますので、その債権放棄の権限を付与していただく

とともに、議会においてもこれについては確実に報告をし、適正な債権放棄

についても議会においても監視をいただくということで規定をしておるもの

でございます。 

  続きまして、第１６条、委任でございます。この条例に定めるもののほ

か、必要な事項は、町長が別に定めるとしておりまして、この委任条項によ

り債権に係る規則を制定するということの委任規定でございます。  

  次に、附則であります。第１項です。施行期日を定めております。この条

例の施行期日を平成２８年４月１日からとしております。 

  第２項において、督促、延滞金のところでご説明いたしましたが、川棚町

税外収入金の督促及び滞納処分に関する条例の廃止を規定しております。こ

の債権管理条例の施行に合わせて、督促、延滞金につきましては規定を設け

ましたので、この滞納処分に関する条例を廃止するものであります。  

  次に第３項、経過措置として定めております。先ほどの条例廃止に合わせ

て、経過措置を定めたものであります。 

  次に第４項、適用でございます。第１５条、債権放棄の規定の適用を定め

たものでありまして、この条例施行前に当該各号の定める要件に該当したそ

の他の債権についても適用すると措置をしております。 

  以上で、債権管理条例についての内容でございます。ご審議の上ご決定い

ただきますよう、よろしくお願いいたします。 

議    長 これから質疑を行います。 

２ 番 田 口 最後に説明がありました附則第２号ですけれども、川棚町税

外収入金の督促及び滞納処分に関する条例を廃止ということになったわけで

すが、整理して聞きますが、税外収入金の督促及び滞納処分に関する条例の

対象となっていた税外収入金についての取り扱いですね、滞納処分とか、い

ろいろ法律に書いてある。税外収入金についての取り扱いについての変更は

どういうところがこの条例によってあったのかという点と、今回は、税外収
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入金以外の債権が対象に入ってきたと思うわけなので、その新たにこの条例

の対象となる債権というものはどういう債権なのか、その債権についてはど

のような取り扱い、この条例全部が取り扱いになるわけでしょうけれども、

税外収入金との差のある取扱いというのは、どういうことになるのかとい

う、そこのところを整理して聞きたいと思います。 

企画財政課長  お答えいたします。附則第２項で廃止と掲げております川棚

町税外収入金の督促及び滞納処分に関する条例、これについてでございます

が、これは対象としていたのが、いわゆる税以外の収入ですね、それ以外の

収入を対象としていた収入でございます。従いまして、今回ご質問にありま

したように、この廃止によって新たに債権管理条例で取り込むといったもの

はありません。そして、取り扱いにつきましてもですね、この債権管理条例

は税も含みますが、税については第８条の規定により滞納処分を行うという

ことですね。それで、税及び公債権についてはこちらの規定、それ以外につ

いては第９条以降の規定によって債権管理を行うということでありますの

で、新たな対象というものは生じていない状況であります。以上です。  

２ 番 田 口 条例の第９条以下は、その他の債権について書いてあるの

で、従来の税外収入金というものは、その他の債権ではないんじゃないか

と。すなわち、従来の税外収入金は、第６条、７条、８条までの規定があっ

たということで、そこは変更なしということかなと。新たに加わったのはそ

の他の債権であって、９条以下の規定が適用になっているというふうに考え

られるのかなと思われます。 

  その他の債権というものは、具体的にはどのようなものがあるんでしょう

かということをお聞きします。 

企画財政課長  それではお答えいたします。税外収入金ですね、従来の税外

収入金の督促及び滞納処分に関する条例におきましては、税外収入金はすべ

て地方税法上の滞納処分を行うという規定にしておりました。ただし、この

規定についてはですね、ちょっと誤った規定でございまして、そもそも私債

権についてはこのような滞納処分によることができると定めても本来は滞納

処分ができなかった。というものでありまして、ただし、本来は自治法施行

令で定めのあるところに整理をし直したというふうにご理解をいただきたい

と思います。 
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  その他の債権ということのご質問でございますけれども、その他の債権に

ついてはですね、分類上は、例えば財産の売払い収入だとか、そういった随

時性のあるものが出てまいりますが、おおむねそういったものについてはで

すね、債権の発生と同時にですね、債権が確保されています。実際問題とし

て、債権管理条例の対象になるのは、滞納の発生するものということでお考

えになった方がいいかと思います。そうした場合、その他の債権として上げ

られるものが、まず住宅使用料、これにかかる駐車料金等ですね。そして水

道使用料、奨学金の貸付金、これの３つが主になるだろうと考えておりま

す。 

  訂正いたします。水道に関しましては、水道料金が正式名称でございま

す。失礼しました。 

２ 番 田 口 確認ですが、そうするとですね、まず対象の範囲についてで

すが、従来の税外収入金というものの概念の中でも、今回、その他の債権と

いうふうに分類されたものがあるということですね。 

企画財政課長  正式に言いますと、例えば、第２条の公債権で規定したもの

でありますけれども、ここでもう一回説明しますと、町税以外の町の債権の

うち、国税または地方税の滞納処分の例により処分することができるもの。

これも従来の税外収入にも含まれておりました。代表的なものとしましては

ですね、保育所の保育料、これは児童福祉法上の中においてですね、滞納処

分の例により徴収することができると。そのように法律的に滞納処分の権限

が規定されております。そのほかにも、下水道使用料であるとか、そういっ

たものが公債権であったということです。以上です。 

２ 番 田 口 保育料とか下水道使用料とかありましたが、公の施設の使用

料という概念と、その例示で言われた住宅使用料という概念とがですね、住

宅使用料は純粋な私債権ということですが、その他にいろんな公の施設の使

用料は、公の債権であって、なおかつ滞納処分のできないものとかいうよう

な概念の差があるようですが、その住宅使用料などは公の施設の使用料とあ

んまり変わりがないのではないかと思われるんですけれども、それを私債権

というような分類というか、そういう整理をされているのはなぜでしょう

か。 

企画財政課長  このへんにつきましては、まず分類上はですね、公法上の債
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権という定義の仕方でございますが、これは国や地方公共団体が優越的意思

主体として命令強制することで法律関係が形成される場合ということの定義

があります。 

  そして、私法上の債権とは、国や地方公共団体を含めて、当事者が対等な

意思主体として合意契約することで法律関係が成立される場合の債権という

ことであります。ですから、住宅使用料に関しましては、町と住宅の入居

者、これが対等な関係で契約によって入居するということでありますので、

私債権というふうに分類されているものであります。これがかつては、行政

実例等でもですね、公債権ということであったんですが、これは退去命令に

関する昭和５９年の最高裁判決でもってですね、公営住宅について民間の借

地借家法の適用がされるかどうかということが争われたことがありまして、

公営住宅においても一般の民間の私法上の契約に該当するという判例が出ま

して、今では私債権とする見方が有力になってきたというものであります。 

議    長 他に質疑はありませんか。 

１０番髙以良  １４条の免除と１５条の放棄のことについてですが、まず１

４条での免除をした後と、１５条で放棄した後にそれぞれどういう状態に

なってくるのか。そこらへんの違いがちょっと分からないのでお尋ねしま

す。 

  それから、１５条の１項３号、債務者が著しい生活困窮状態にあり、資力

の回復が困難で、当該その他の債権について弁済することができる見込みが

ないと認められるときと、この状態と、１３条の１項１号、債務者が無資力

あるいはこれに近い状態にあるときと、文字は違いますけど、状態はだいた

い似たような同じような状態じゃないかなと思われるんですけれども、な

ぜ、１３条の方は免除になるんですよね。１５条では放棄ということで、同

じような状態であると思われるのに、なぜ取り扱いが違ってくるのかという

ことについてお尋ねいたします。 

企画財政課長  それではお答えいたします。ご質問は１４条からが先でした

けれども、１３条も併せて説明いたします。 

  第９条から地方自治法施行令１７１条の２から７までを定めたこの手続き

ですね。これは通常の徴収手続き上のことを謳っております。ですから、第

１３条の履行延期の特約、履行期限を延ばすというような行為、あるいは第
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１４条の免除、これは一旦、徴収権を引き延ばす、あるいは徴収をしないと

いうことですね。ただし、１５条との決定的な違いと言いますのは、１５条

の放棄によって、不納欠損処分が可能になるという違いです。第１３条、第

１４条の措置をしましても、それだけでは債権放棄には至らず、従って不納

欠損処分はできないということになりまして、その点で分けているというふ

うにご理解をいただきたいと思います。以上です。 

１ 番 山 口 １５条の第２項でございます。町長は前項の規定により、そ

の他の債権を放棄した時は云々ということで、ここは先ほどの説明の中で本

来は議決事項であるが、その権限を町長に付与をお願いしたいと。これはな

ぜ議決事項から町長にその権限を付与するのか。従来通りの議会の議決事項

であったら困るのかですね、いわゆる誰がこの条項からいけば、ぎりぎりま

で債権の徴収について、ぎりぎりまでしたけれども、どうしようもないから

放棄をしますというようなことが１５条の２項の前まで書いてあるわけです

ね。そこまでやったのがなぜ結果的に町長が債権放棄しましたと。そして議

会に報告して終わりになるわけですよ。誰が果たして債権放棄が適切であっ

たかチェックするのかですね。そこのところの理由を説明をお願いしたいわ

けです。 

企画財政課長  これにつきましては、最初の町長の提案説明で申し上げまし

たように、特にご指摘の通り第１５条の債権放棄、これが議決事項であるた

めに公債権のように不納欠損はできないなどの実務上、対応に苦慮すること

があったということがまず一因であります。 

  そういったことから、かなり高額な滞納ですね、それで回収の見込みがな

いものが残っているという状況がすでに出ております。そうしたことから、

いわゆるそういう不納欠損の権限をいただいて適切に処理をさせていただき

たいということで、今回、債権放棄の決定を設けたものでございます。  

  もう一つは、監査委員からのご指摘でも申し上げましたように、やはり不

納欠損処分の処理について、他の自治体にみられるような町債権全体にあた

る事務処理マニュアル、そして債権管理の規定の整備に努められたいという

ことがありました。これにつきましてはですね、全国の市町村でもこういっ

た債権管理条例を定めて適正な債権管理を行うということが流れになってお

りまして、それに併せて今回、ご提案をするとしたものでございます。以上
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です。 

１ 番 山 口 高額の債権不納、これがいわゆる放棄することが適正かどう

かというのは誰がチェックするわけですか。この条項からいけば、町長自ら

がこれが高額であろうがなんだろうが放棄するのが適正であると判断して、

適正としましたよと。それが議会に報告される。それで終わりなんです。そ

うすれば、議会のチェック機能という権限を町長に与えよということと一緒

になっている。その一生懸命、いわゆる徴収その他に努力されてですね、そ

のどうしようもないという状況は分かるわけですが、全てがその段階で第三

者と言ったら申し訳ありませんが、そこのチェックが適正かどうかとチェッ

クなしで、これはやむを得ないでしょうと、チェックをしてしまえばです

ね、これが適正であると判断されれば、やはり適正かどうかという判断が第

三者ではしづらくなるでしょう。全国的な流れとか言われながらですね、本

来の議決事項である、その部分が、いわゆる議決事項というのは、議会の

チェック機能の一環であると思うわけですよ。それまですべて、いわゆる執

行者側が持ってしまうということはいかがなものかと私は考えますけれど

も。 

１ ３ 番 村 井 休憩をとって統一した見解をまとめてもらって答弁しても

らった方がいいんじゃないでしょうか。 

議    長 しばらく休憩といたします。 

（１３：５０） 

（…休  憩…） 

（１４：０７） 

議    長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

企画財政課長  それでは改めてご説明をいたします。まず、ご理解をいただ

きたいのが、租税債権と私債権の違いについてもう一度ご説明いたします。 

  税につきましては、地方税法において、地方税の徴収権は法定納付期限の

翌日から起算して５年間交付しないことによって時効消滅するという規定が

ございます。 

  第２項においては、前項の場合は時効の援用を要せず、またその利益を放

棄することはできないものとするとあります。分かりやすく申しますと、民

法でいう時効の援用、つまり債務者が自分の債務の時効が完了しましたとい
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う主張をしなくても、税については時効消滅するということになっておりま

す。従いまして、この規定に基づいて税につきましては、徴収努力の結果、

残念ながら５年間の時効消滅をした場合には、不納欠損という処理を行って

いるものであります。それに私債権との違いは、私債権はそこに時効消滅に

ついて時効の援用を要するという点が絶対的に違うということであります。

往々にして滞納が発生して、徴収がまったくかなわないという場合は、失踪

であるとか、会社の倒産、離散、行方も分からないというものであります。

したがいまして、時効の援用をすべきものもいないというのも多くあること

が実例として多くあります。そうした場合、先ほど田口議員のご質問にもあ

りましたように、いわゆる公の地方公共団体が扱う債権でありながら、法律

上の違いによってこのような差が生じてしまう。そして水道料につきまして

は加入権、今５,９００件ほどあるということです。こうした大量一括の徴

収事務についてですね、やはりそのへんの違いによって不納欠損処分ができ

ないという事態で、それが累積してしまう。この不合理はどうにかしなけれ

ばならないというのが、この債権管理条例の創設を考えたそもそもの発端で

あります。 

  国につきましては、国の債権管理等の法律というのがありまして、そう

いったものを埋める法律が存在するということであります。したがいまし

て、この公債権なのか、民法上の私債権なのか、これを埋めるものがない状

態を債権管理条例において埋め、そして効果的な債権回収を図っていきたい

というのがそもそもの趣旨であるということをご理解ください。 

  ですから、この１５条もかなり制限的な規定にしております。この権限を

いただいたからといって、行政がこれを自動的にするということはまったく

考えておりません。したがいまして、１５条の折に説明しましたように、時

効消滅が経過しておりましても徴収可能であるとあれば、引き続きそれは徴

収の努力をしてまいります。そういったことから、この債権管理条例におき

ましては、当初、町長の責務というものを定めまして、適正な管理に努める

ということをまずもって規定しているところでございます。ですから、この

１５条についてはですね、非常に制限的な基準を設け、そして運用について

も厳格にしてまいるということでやっておりますので、まずそこの点につい

てご審議をいただきたいと思います。 
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  そして、話が戻りますが、時効の援用は効かないということで、議会に議

決として出すという場合ですね、その場合、案件ごとに説明をし、審議し、

そして案件ごとに可決をいただく。あるいは否決という場合もあるというこ

とであれば、債権整理というものが進まないということになりますので、そ

うした背景というものもご理解をいただきたいと思います。以上です。  

１ 番 山 口 何も１５条の内容までがおかしいとか、努力がなされていな

いということではないわけですよね。確かに、努力の結果どうしようもない

債権があるというのは、事実、私も理解できます。ただ、それがですね、い

わゆる果たして誰がチェックするのか、何か案件ごとに議会に出して、それ

を可決一個一個説明申し上げてやっていくというのが、私は、時間の無駄

じゃないかと。何か今の説明でいけば、そういった部分が手続き上非常に時

間の無駄みたいなかたちで、わずらわしいような説明なんですよね。本来で

あれば、議会の議決権、そこにチェックがあって、何も議会が不良債権を放

棄することを認めないとか、そういうことじゃなくてですね、それを適正な

かたちでですね、お互いにチェックしながら、そこでやむを得ないといった

場合には、議会としてもですね、そういうふうな私は方向性を出すんじゃな

いかというのを考えるわけです。何でも町長にやって、何か議会で審議する

のがわずらわしいような、一個ずつの案件を説明申し上げて云々と言われま

したけれども、私は少なくともこの２項については、今言ったような説明で

あれば削除して出していただきたいと、そういうふうに思います。  

町     長  お答えをいたします。山口議員の質問の趣旨は、これまで議

会の議決事項であったものを、なぜ町長の権限に移すのかということだろう

と思います。実は、おっしゃるとおり地方自治法９６条で、権利の放棄につ

きましては議会の議決が必要だと、このように規定をされております。した

がいまして、本来ならば、そういった事務手続きが必要だったわけでありま

すが、現実問題、この不良債権につきましては、多額の件数、金額を現在抱

えております。なぜならば、これまでこの条項に基づいて、町が議会に権限

の放棄を提案したことはありません。先ほども言いましたように、これは議

案として提出をした場合には、そこには個人情報が含まれておりまして、議

会でどういうふうに審議をしていただくのかということもございます。そう

いったことから件数もかなりなりますので、議会の事務の効率化、あるいは
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行政の事務の効率化といった関係から、これまで議会に提案をしておりませ

ん。そして、結果的に多額の不良債権を抱えているという現状でございま

す。そういったことで、今回、この条例を提出することによって、最低限、

第１５条に定めるそれぞれの債権については、議会の決定を仰ぐまでもな

く、町長の方に権限を委ねていただいてもらって、そして事務の効率化を

図っていくのがいいのではないかということで、今回、提案をしたところで

ございます。そういったことで、議会の議決事項を町長の権限に移すという

ことについては、議会側といたしましては大変理解が得られない部分もある

かもしれませんが、そういった両方の議会側、行政側の事務の効率化、そう

いったことから他の市町村でもそういったことで処理をされておりますし、

そして監査委員からもそういった指摘を受けておりますので、今回、提案を

したわけでございます。以上でございます。 

１０番髙以良  今の関係でですね、先ほど課長の説明では、議会に報告して

承認を得るというような説明だったかと思いますが、この１５条の２項で

は、報告しなければならないということでありますので、承認まで求めると

いうことであれば、はっきり「報告し承認を得なければならない。」という

文言にしなければいけないと思いますので、そのことが一つですね。  

  それからもう一つですが、私が最初に質問した１３条、１４条、１５条の

関係で、答弁をいただいていない部分があるんじゃないかなと思いますの

で、もう一回質問をしたいと思います。 

  １３条１項１号と、１５条１項３号、状況としては似たような状況である

のに、なぜ一方では免除で、一方では放棄ということになるのか、なぜ違う

のかということについてお尋ねいたします。 

企画財政課長  まず１５条第２項であります。これは議案でしているとお

り、承認を求めるということでは考えておりません。あくまで報告事項とし

て規定しているものでございまして、この状態でご決定をいただきたいと、

このように考えております。 

  １３条の第１号、これは履行延期をするという場合ですね。無資力、これ

に近い状態にあるとき。１５条、生活困窮というのは、これの理由として債

権放棄をするという、行為が違うわけですよね。１３条は履行延期の特約で

あります。ですから、これは同じような状態、債務者の状態であっても、町
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がとるべき処分が違うということでご理解いただきたいと思います。  

１０番髙以良  １３条１項１号に該当した後、１４条で履行の延期をした後

に、１０年経過すれば免除ということになるわけでしょ。そこに来たときに

免除と放棄がなぜ違ってくるのかということがよく分からないんですが。  

企画財政課長  これはまた何回も申し上げますけれども、おっしゃるように

ですね、例えば１３条なり、１４条の手続きをした後、さらに債権放棄とし

て１５条を適用するということは当然ある話です。まず、免除との徹底的な

違いは、免除しただけではその債権自体は消滅しないということですね。例

えば、水道料で言いますと、免除して徴収行為をしないという状態であっ

て、債権放棄までしてしまわないと水道会計の資産の部から除外できない、

その違いが絶対的にあるということで、１５条と１４条の意図するもの、行

為は違うというふうに理解をいただきたいと思います。 

１ 番 山 口 先ほど町長の答弁で、今まで議会に議題として上げずに、

ずっと多額の債権が残っていると言われたわけですが、これがもし仮にこの

まますんなり通るかどうか最終日にならないと分からないと思いますが、こ

れがもし条例が２８年４月１日現在で施行された場合に、そういうふうな債

権放棄の金額というのは、どれぐらいになるのかお聞きしたいと思いますけ

れども。 

町     長  企画財政課で把握をしておりますので、企画財政課長から答

弁をさせます。 

企画財政課長  把握しておる内容をご説明いたします。まず、申し上げまし

たように私債権について、大きなまず３つのものが対象として上がってまい

ります。住宅使用料、そして水道料金、そして奨学金貸付金でございます。

住宅使用料につきましては、建設課長に求めましたところ、時効等、経過し

ているものは多数あるとのことですが、まだ引き続き徴収可能であると判断

して債権放棄はしない予定であるということで、現時点ではなしというふう

に判断しているとのことでございます。 

  次に、水道料金でございますけれども、あくまで現時点の把握であります

けれども６０３件、これは平成１５年度から平成２６年度までにわたります

けれども、合計で６０３件、９７０万２ ,９５６円であります。したがいま

して、この債権管理条例、今回、２８年４月１日施行ということで提出して
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おります。実際の運用につきましては、施行後２８年度の３月末、年度末に

処分等を行ってくると思います。これから１年３ヵ月あまりの間にですね、

これが進むかもわかりませんので、あくまでも現時点であるということで理

解をいただきたいと思います。 

  次に、奨学金貸付金でございます。これにつきましては１件の１０万円で

ございます。以上が現時点で債権放棄として見込まれる件数と金額でござい

ます。以上です。 

３ 番 三 岳 関連で、先ほど山口議員の質疑で、町長が言われたんですけ

れども、議案として提案をしたことがないということですね。今回、この条

例になってですよ、議会に報告といった場合には、ただいま企画財政課長か

らありました件数というのが報告をされるというかたちになってくると思う

んですよね。ただ、現行の議会の議決といったものと、この報告による事務

処理といいますか、わずらわしさというのが、どれほど解消できるのかです

ね。議案として出しても、報告として出してもですよ、中身については同じ

ことを報告されるか、今までであれば過去にはなかったということですけれ

ども、議案として提案されるというかたちですよね。どのぐらいのメリット

と言いますか違いがあるんでしょうか。 

町     長  お答えします。先ほどこういった条例を提案したのが議会

側、行政側の事務の効率化も考えてという答弁をしましたが、例えば、この

債権放棄について、議案として提出した場合には、すべてが個人情報であり

ますので説明がしづらいということ。そして議会側もおそらく審議がしづら

いだろうと。件数も多いということ、そういったことで、この１５条に該当

するものについては、町長で権限を与えてもらってもいいんじゃないかとい

う、そういった判断で条例を出しております。 

  議会に結果を報告する場合には、今課長が言いましたような種目、件数、

金額というふうになろうかと思います。あくまでも個人情報等に配慮したこ

とで報告をしたいというふうに考えております。 

議    長 質疑なしと認め、これで質疑を終わります。 

  ただいま議題となっています議案第５９号「川棚町債権管理条例」は、総

務厚生委員会に付託したいと思いますが、これに異議ありませんか。 
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「異議なし」の声あり 

 

議     長  異議なしと認めます。したがって、議案第５９号「川棚町債

権管理条例」は、総務厚生委員会に付託することに決定をいたしました。  

（１４：２８） 

議     長  次に、日程第８、議案第６０号「川棚町税条例等の一部を改

正する条例」を議題といたします。提案理由の説明を求めます。  

町     長  議案第６０号「川棚町税条例等の一部を改正する条例」につ

いて、提案理由をご説明いたします。 

  地方税法等の一部を改正する法律が今年３月国会で成立し、３月３１日法

律第２号として公布され、川棚町税条例についても改正の必要が生じました

が、議会を開催する時間的余裕がありませんでしたので、同日付で専決処分

により改正をし、そして５月の臨時会において承認をいただき、現在にい

たっております。 

  ところが、当該法律改正の折に、徴収猶予にかかる町の徴収金の分割納

付、または分割納入の方法等については、町の条例に委ねる旨改正されてい

たところであります。そこで、当該規定の施行が平成２８年４月１日となっ

ておりますので、今回、改正をするものであります。 

  また、同日の専決処分により改正し、現時点では未施行部分の行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律、いわゆるマ

イナンバー法関連部分について、地方税法との整合がとれない部分が生じて

おりますので、それを削除、修正するものであります。改正の内容につきま

しては、この後、税務課長に説明をさせますので、よろしくご審議の上ご決

定くださいますよう、お願いいたします。 

税 務 課 長 それでは私の方よりご説明をさせていただきます。 

  今回の改正につきましては、ただいま町長が申し上げましたように平成２

８年度税制改正として、地方税法等の一部が改正されたことによるものでご

ざいます。税制改正の一つの柱としまして、納税環境の整備という項目がご

ざいましたが、その一環としまして現行の制度では、徴収換価の猶予を認め

る場合は、地方税法の定めにより行われておりますが、今回新たに町条例で

具体的手法、すなわち分割納入の方法、申請手続き、担保の徴収などについ
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ての規定を町条例で規定する必要が生じ、今回の改正を行うものでございま

す。それでは具体的に改正の内容を議案と昨日お配りしました一枚紙でござ

いますが、説明資料により説明をさせていただきます。 

  まず、改正文をご覧いただきたいと思います。１ページからありますが、

ご覧のとおり１ページの冒頭の方に第１条とございます。そして、改正文の

４ページになるかと思いますが、中段のほどに第２条という状況がございま

す。この２条による条立ての構成となっておりますが、主な項目としまし

て、２本の項目があるわけでございますが、いわゆる第１条の方が冒頭に申

し上げました徴収・換価の猶予を新たに規定する項目でございます。  

  そして４ページの第２条の方の項目が、町長も後段の方で申し上げまし

た、いわゆるマイナンバー法関連に基づく文言の修正が４ページの第２条と

なっております。 

  ここで、お配りしました一枚紙の説明資料をご覧いただきたいと思いま

す。徴収・換価の猶予を説明したものでございますが、左から項目、要件、

延滞金、県税における現行制度、そして改正案としております。改正案の欄

については、網掛けをしている部分がございますが、これが今回の改正部分

の新しい項目でございまして、それぞれ後ほど申し上げます新旧対照表の条

数と一致をしているものでございます。また、換価の猶予の欄の下部分に

は、納税者の申請、新設ということで、今回は納税の猶予についての項目

が、納税者の申請によってもできるということで、新設の項目になっており

ます。 

  この徴収あるいは換価の猶予の制度については、ご案内のように、例えば

徴収の猶予については、災害を被った時や病気、事業の休廃止が原因で滞納

となる場合、徴収の猶予申請をすれば延滞金が免除、軽減されるような制度

でございます。ただし、原則この場合、担保の差し入れが必要となってまい

ります。このようなものが猶予制度でございますが、この資料の欄の右端の

欄にありますように、今回、改正案として分割納付の方法や担保徴収規定に

ついて、具体的に条例表記を行うものでございます。 

  また、換価の猶予については、現行、地方団体長の職権によってしか制度

がなかったものが、今回、先ほど申し上げましたように今回納税者の申請に

よっても適用ができることとなりました。やむなく滞納になる方にとって
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は、より具体的な制度でございまして、一定の納税環境の整備がなされたも

のであります。 

  なお、現状における税滞納者への対応につきましては、ここで言いますと

ころの猶予制度の適用については、ほとんど事例がなく、ほとんどと言いま

すか実際には事例がなく、現実には滞納になるときのケースの対応といたし

ましては、徴収吏員の裁量による分割納付と分納誓約書の提出により行って

おりますので、この際、申し添えをさせていただきたいと思います。  

  次に、新旧対照表で説明をさせていただきます。改正文の後に付けており

ますが、新旧対照表につきましては、右が改正前、左が改正後になります。 

  １ページ、第８条は、徴収猶予に係わる町の徴収金の分割納付または分割

納入の方法ですが、納付月数、金額、期限の分割納付の規定を。そして２

ページの第９条につきましては、徴収猶予の申請手続き等でございまして、

申請方法、添付書類などを定めています。 

  次に４ページの第１０条につきましては、職権による換価の猶予の手続き

等でございまして、また５ページ、第１１条は、新設された先ほど申し上げ

ましたが、申請による換価の猶予の手続きについて定めております。そし

て、６ページ、第１２条ですが、これは担保を徴する必要がない場合の規定

といたしまして、猶予金額が５０万円以下の場合、また猶予期間が３月以内

というように具体的に規定をいたしまして、これが担保を徴する必要がない

場合の規定となるかと思います。以上が、猶予制度についての説明でござい

ました。 

  ここから第２条による改正といたしまして６ページから入ります。今回の

改正の二点目になるかと思いますが、ここは前回改正をした項目のうち、こ

れは町長が冒頭に申し上げました３月改正、５月に専決承認をしていただい

た部分の一部分ということになろうかと思いますが、いわゆるマイナンバー

法にかかる部分でございまして、第２条の用語からでございまして、マイナ

ンバー法と地方税法との文言の整合が足りない部分がございましたので、削

除、修正をしているところでございます。 

  ６ページの第２条から、これは第２条ですね。次の７ページに３６条の

２、町民税の申告の分について、そして、同じく７ページに第６３条の２、

固定資産税にかかる分、次の８ページ、第８９条、軽自動車税の減免につい
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て、そして９ページ、１３９条の３、特別土地保有税の項目につきまして、

そして９ページ、１４９条、入湯税に係る分について、以上、各税目ごと、

今回の修正を行っております。以上が、新旧対照表の説明でした。 

  最後に、改正文に戻りますが、４ページになります。附則第１条が施行期

日です。この条例は、平成２８年４月１日から施行します。ただし、第２条

の規定につきましては、公布の日から施行するということになります。  

  第１条の納税換価の猶予の諸規定については、２８年度からの発効になろ

うかということになります。 

  第２条のマイナンバー関係の文言修正につきましては、現在、まだ現時点

において今年３月３１日に改正しました一部改正につきましては、この部分

については、現時点では施行されておりません。よって、今回の条例改正に

おきまして、溶け込めない段階での改正というふうになりますので、ご理解

をいただきたいというふうに思います。 

  以上、よろしくご審議の上ご決定くださるようお願いいたします。  

議    長 これから質疑を行います。 

３ 番 三 岳 お尋ねしますが、４ページの上から１３条から１７条までは

削除してあるわけですね。そうしまして１８条の一部改正ということで、こ

れは繰上げということはされないんですかね。 

税 務 課 長 改正文では、ただいまの三岳議員の質問に対してですが、新

旧対照表をご覧ください。６ページですね。 

  １２条まで、今申し上げました換価の猶予の制度の文言でございますが、

最後に説明はしませんでしたが、第１８条にですね、公示送達に係る修正が

１件あっておりますので、これを活かすためには１３条から１７条までは削

除と入れる必要があろうかと思います。 

３ 番 三 岳 今税務課長が、ここはたぶん１章からずっと削除できている

わけですね、そうしますとね１３条から１７条を削除という、旧の方を見て

削除になっているわけですよね。ただ新しい条例でいきますと、１２条まで

きて次が１８条というかたちになるわけですね。そうしますと、間が飛んで

しまうわけですね。そこの部分はですよ、ただこれを何年か先に見たとき

に、何で飛んでいるのかというのが当然出てくるわけですよね。だから、こ

こは１８条を１３条に改めるというかたちでできないのかなという気がした
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もんですからお尋ねをしております。 

総 務 課 長 私の方から説明をさせていただきます。ここで、削除という

項目で残してある点につきましては、税条例といいますのは、１５１条まで

と条例がおおございます。三岳議員がご指摘のように、ここの部分を削除い

たしますと、当然、この分が繰り上がってまいります。そういったことで削

除を付けたまま残すというかたちをとっています。繰り上げてしまいます

と、他の条文に大きく影響する関係もございます。そういったことで、削除

というかたちで条文だけ残してあるということでございます。  

議    長 他に質疑はありませんか。 

 

「な  し」の声あり 

 

議    長 質疑なしと認め、これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。本案に対する反対者の発言を許します。  

 

（発言なし） 

 

議    長 次に、賛成者の発言を許します。 

 

（発言なし） 

 

議    長 討論なしと認め、これで討論を終わります。 

  これから議案第６０号「川棚町税条例等の一部を改正する条例」の採決を

行います。 

  お諮りします。本案は、原案のとおり決定することに異議ありませんか。  

 

「異議なし」の声あり 

 

議     長  異議なしと認めます。したがって、議案第６０号「川棚町税

条例等の一部を改正する条例」は、原案のとおり可決されました。  

（１４：５０） 
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議     長  次に、日程第９、議案第６１号「川棚町国民健康保険税条例

の一部を改正する条例」を議題といたします。提案理由の説明を求めます。 

町     長  議案第６１号「川棚町国民健康保険税条例の一部を改正する

条例」について、提案理由を説明いたします。 

  川棚町国民健康保険税条例の税率につきましては、平成２７年４月１日に

改定し、国民健康保険事業を運営してまいりました。しかしながら、本町の

国民健康保険財政は、医療技術水準の高度化による医療費の増加、高齢化の

進展による就業被保険者の減少、景気回復と言われながらも被保険者の所得

額に伸びが見られないことなどから、賦課総額も減少傾向にあり、大変厳し

い状況となっております。また、財政調整基金においても、本年度前期高齢

者交付金等の歳入不足により、予定以上の基金取り崩し額となり、基金もほ

ぼ枯渇してしまい、国保財政の立て直しが急務であります。以上のような理

由から、税率改正の検討を指示し、川棚町国民健康保険運営協議会へ諮問

し、答申された内容を踏まえ、国民健康保険事業の財政運営を確保するた

め、川棚町国民健康保険税条例の一部改正による税率改正についてご提案申

し上げる次第でございます。 

  なお、改正の内容につきましては、健康推進課長から説明いたしますの

で、ご審議の上ご決定いただきますよう、よろしくお願いいたします。  

健康推進課長  それでは、内容についてご説明申し上げます。今回の改正

は、国民健康保険税賦課総額の増額を図るため、税率等を改正しようとする

ものであります。新旧対照表をご説明する前に、今回、改正する主な理由と

基本的な考え方を説明いたします。 

  先ほど、町長が説明したように、本町の国民健康保険財政は一人あたりの

医療費の増加、就業被保険者の減少、被保険者の所得額に伸びが見られない

ことなどから、賦課総額も減少傾向にあり、大変厳しい状況となっておりま

す。本年度の財政調整基金におきましても、前期高齢者交付金等の歳入不足

により予定以上の基金取り崩し額となり、基金もほぼ枯渇してしまっており

ます。 

  国民健康保険特別会計では、歳出における医療費など、極めて予測がつか

ない支払いも考えられることから、国保財政の立て直しは喫緊の課題であり

ます。 
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  今回の改正案につきましては、川棚町国民健康保険運営協議会からの答申

内容を基本に税率改定案を提出しております。なお、税率改正の基本的な考

え方としては、次のとおりであります。 

  １つ目として、今後の国民健康保険財政の収支均衡を図るため、保険給付

費などの歳出見込み額と、それに伴う国庫支出金などの歳入見込み額を試算

し、その差額を国保税必要額としました。しかしながら、この差額を解消す

るためには、被保険者への多額の負担増を強いることになるため、すべての

財政不足の解消となり得ませんが、２年後の税率改正も視野に入れ、今回の

税率改定につきましては、総額約６千万円の増額を図ることとしておりま

す。 

  ２つ目として、国保税率は医療分、支援分、介護分に分かれております

が、それぞれの必要額を算定した結果、今回の税率改定につきましては、医

療分だけを改定すること。なお、医療分における資産割率につきましては、

全国的に廃止する方向であること。また、平成３０年度の県広域化等を勘案

し、資産税率の改定は行わないこととしております。 

  ３つ目として、応能割、応益割の割合につきましては、国の標準割合であ

る５０対５０を基本として、それぞれ４８％から５２％の範囲とすること。

これらを基本的な考え方としております。 

  議案の一番後ろに付けております参考資料の改定税率案の増減表をご覧く

ださい。 

  上の表の左側に応能分と応益分と分けております。その右の所得割率、資

産割率、均等割率、平等割率とありますが、これらの医療分だけが今回の改

定案となります。先ほど述べました基本的な方針を踏まえ、所得割率を現行

の１００分の７．３５から１００分の１０．５０へ、資産割率は先ほどの理

由から変更しておりません。応能分につきましては、均等割額の医療分を現

行の２万１,８００円から２万９,５００円へ、平等割額を現行の１万９ ,４

００円から２万７,５００円へそれぞれ増額をしております。なお、下の表

につきましては、改定案をもとにして平成２７年４月現在の世帯構成、人員

所得で算定した１世帯当たりの平均、一人当たりの平均を表している表であ

ります。 

  医療分の改定後につきましては、一般の１世帯当たりの平均額は、平均負
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担額が１２万２,３８１円で、改定前と比較して年間３万１,４３１円の負担

増になります。また、一人あたりの平均負担額では、７万２ ,４４６円とな

り、改定前と比較し、年間１万８,６０６円の負担増となります。それでは

新旧対照表により説明いたします。 

  新旧対照表の第３条におきましては、保険税医療分の所得割額を定めてお

ります。１００分の７．３５から１００分の１０．５０としております。  

  第５条では、保険税医療分の均等割額を定めております。次のページにま

たがりますが、５条の２においては、保険税医療分の世帯別平等割額を特定

世帯、特定継続世帯、それぞれ定めております。 

  第２３条におきましては、国民健康保険税の減額にかかる条項でありま

す。ここでは、低所得者の方への軽減制度について、いわゆる７割軽減、５

割軽減、２割軽減がございますが、今回の改正案によります保険税医療分に

おける均等割、平等割の部分にかかるものについて、軽減される金額、つま

り差し引かれる金額も連動して改正されることを示しております。  

  第２３条の第１号については、７割軽減分、２号につきましては５割軽減

分、３号につきましては２割軽減分の改正であります。改正文にお戻りくだ

さい。 

  附則といたしまして、この条例は公布の日から施行し、平成２８年４月１

日から施行するものと定めております。また、改正後の川棚町国民健康保険

税条例の規定は、平成２８年度以降の国民健康保険税について適用し、平成

２７年度分までの国民健康保険税については、従前の例によるとして定めて

おります。 

  以上で説明を終わりますが、ご審議の上ご決定いただきますよう、よろし

くお願いいたします。 

議    長 これから質疑を行います。 

２ 番 田 口 今回の改定によって、１年度６千万円の増額になるという説

明を受けておりますが、給付費の経費節減の努力についてお聞きしたいと思

います。説明を受けたのでは、医療費の給付総額は年間１３億円ぐらいで

す。ということは、１ヶ月当たり１億１千万円ぐらいになるんですけれど

も、結局、１３億円の給付費ということは、１％で１ ,３００万円というこ

とになりますので、１％の経費節減の努力ができないのかということがです
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ね、なんとなく１％ぐらいは何とかならんのかという感じがするんです。６

千万円の増額に対して１,３００万円というのは、けっこう大きな金額です

ので、１％の努力をしてもらえば、もっと税率アップが少なくて済むのでは

ないかという気がするのでですね、その点をお聞きしたいんですが、もう

ちょっと具体的に言いますけれども、給付費の中には、例えば医薬品、ある

いは医師の診察料、検査料、こういったものがあると思うんです。今その１

３億円の給付費の中で、医薬品の費用がこれだけあって、その医薬品を全部

ジェネリックに変えればこのぐらい節減できるとか、そういう具体的な節減

の目標というか、これだけやればこれだけできる。いくら節減努力をしても

これだけが限度ですよという数字があり得ると思うんですよね。そういった

ものがどうなっているのか、それをさらに先のことまで言いますと、２８年

度以降は１千万円ぐらい伸びているわけですね。１％ぐらいずつ伸びる見込

みになっているんですよ。そしたらばなぜ１％伸びるのか、何がこれだけ伸

びるのか給付費が、そこらへんを具体的な説明をいただきたいと思いますが

どうでしょうか。 

健康推進課長  田口議員の質問にお答えいたします。まず、医療費の１％、

１,３００万円ぐらいの軽減ができないものかというご質問ですけれども、

手法としましては、様々なものが考えられると思いますけれども、ジェネ

リック医薬品の利用促進であるとか、後は特定健診の受診率を上げる。ま

た、特定健診の後に保健指導、この実施率を上げる。こういった部分がある

と思います。それから、ジェネリックを使った場合と使わなかった場合、ど

れぐらいの差があるか、その総額の額については、今持ち合わせておりませ

ん。何がこの１千万円ほどを毎年上げてきているのかということなんですけ

れども、どういった疾病が本町において特に多いのか、そういった部分につ

いては、今後データヘルス計画というのを策定しております。その中で本町

の医療にかかる分析、そういったものをして、ピンポイントでどういった医

療費を、どういった事業、どういったことをしていけば医療費が下がってい

くのかというのを、今後も研究をしていきたいと思っております。  

  それから、１千万円ずつ上がっている、疾病に関しては、今資料を持ち合

わせておりませんけれども、一人当たりの医療費が年々上がってきていると

いうところで、被保険者は少なくなってきているんですけれども、一人当た
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りの医療費が年々増加していると。そういった部分が主な原因で、一人当た

りの医療費がなぜ上がっているのか、またどういった特徴ある疾病があって

そういった状況になっているのかというのを、今データヘルス計画等で分析

し、今後その対応を考えていきたいと考えております。以上です。  

２ 番 田 口 今言われたように、一人当たりの医療費のアップというもの

についてもですけれども、結局、各患者一人ずつにですね、言われてもどう

しようもないことじゃないかなと。すなわち、全体にジェネリック医薬品を

なるだけ使うようにと患者側に言われてもですね、患者はお医者さんに行っ

てお医者さんに言われる薬をもらうだけなので、どうしようもないんじゃな

いかなという感じがするんです。一人当たりの医療費がアップすると言っ

たって、それは患者に言ってもしょうがないことで、むしろ医療機関側を指

導すべき事項ではないかと思うんですけれども、そういう点はどうでしょう

か。 

健康推進課長  医療機関を指導するということができるかどうか答えられな

いというか分かりませんけれども、ジェネリックの使用については、薬局で

ジェネリックを使用していない方に対してはですね、通知を差し上げており

ます。ジェネリックを使ったときと使わなかったときに、これだけ負担が減

りますよという部分の通知はしております。それが、医療費につながるとい

うのはやはり周知をしていかなければいけないことかなと思っております。

また、政府の広告機構でジェネリックを使いましょうとか、そういったこと

もＣＭで流されておりますので、一般の方でこれが医療費につながっている

というのをご存じない方もたくさんいらっしゃるかもしれませんけれども、

そういった部分についても今後、周知活動をしていきたいと考えておりま

す。以上です。 

４ 番 久 保 田 ジェネリックにも関連するんですけれども、今マスコミなん

かで取り上げられているのが、薬の飲み残し、このことについて薬局とか、

医療機関とか連携しながら、そういう無駄なことをどうするかという方法は

取り組めないものでしょうか。 

健康推進課長  そういった飲み残しが医療費の増加につながりますよと。そ

ういった分の広報活動については、国も県もされていると思います。町にお

いても、そういった周知活動についても今後進めていければなと思います。
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以上です。 

３ 番 三 岳 今回の提案でありますけれども、今年間の税収というのが約

２億なんですね。実際に来年度以降足りない分は、１億２千万円ということ

で、そのうちの６千万円をというこれまでの委員会等での答弁をいただいて

おります。１億２千万円というのはですね、パーセントに直しますと２億に

対しては６０％の引き上げをせんばいかんと。今回ですね、６千万円という

ことであればですね、平均して３０％、この表にありますように、医療分だ

けでいきますと３４％台の引き上げ率というふうになるわけですね。それを

ですね、いきなり３０％上げるといったときに、国保の加入者、町民の方の

ですね、理解が得にくいんじゃないかなと思うわけですね。そうしますとで

すね、後どうするかと言えば、法定外の繰入等によって、それを補って毎年

極端に言えば引き上げても構わないから、上げ幅を小さくしていって、負担

が一気に来ないような、そういったシミュレーションはされておられないの

かお尋ねします。 

健康推進課長  三岳議員の質問にお答えします。まず、今回の６千万円の増

額につきましては、先に言いました国民健康保険運営協議会において諮問

し、答申を得たところです。その中で、運営協議会の中でも１億２千万円が

不足するという中で、どれほどの金額を上げることが適当であるか、町民の

方に負担を強いる額がどれぐらいまでが大丈夫なのか、大丈夫とは言いませ

んけれども、どれぐらいの金額が適当であるかというのを協議をしてもらっ

ております。中には、１億２千万円が見込みでは今後足りなくなるという中

で、この国民健康保険の運営に関しては、国、県、町の公費が５０％、それ

から被保険者で賄うべき分が５０％、それが原則であります。そういった原

則に立ち返ると、１億２千万円を上げなければならないということになって

いきます。そういった中で、どれぐらいまでが可能な金額であろうかという

ことで協議をしてもらい、シミュレーション的には１億２千万円、８千万

円、６千万円、４千万円、２千万円の増額分について検討していただきまし

た。今回、この６千万円の増額に至った分については、６千万円で賄えない

部分については、一般会計からの繰り入れを増額してもらうしかないという

方法の中で、そういった中で一般会計からの負担増も考えると、６千万円が

適当ではないかと、それがそこまでが負担として強いれる最高の金額ではな
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いかという結論に至り、今回、６千万円の増額というのを出していただいた

ところです。 

議    長 他に質疑はありませんか。 

４ 番 久 保 田 私たちが試算してみました県が出しているモデル世帯で、夫

婦２人、子ども１人の場合ですね、３３万７ ,５００円ですかね今。それが

医療費分だけで上がったら、４１万４,２００円ということで、７万８千円

以上も上がるんですね。月額の収入からすれば２月分ということになって、

子育て世帯にとっては非常に厳しい上げ幅だと思うんですね。そこで、現在

も町内においては、短期証明書、資格証明書の方たちがいらっしゃいます。

こないだの全協での説明の時は徴収率を９８％を目指すようにがんばると

おっしゃったと思います。逆に滞納者が出て、短期保険証、資格証明書が増

える可能性はありませんか。 

健康推進課長  まず、前回の全員協議会で９８％に収納率を上げるといった

覚えはございません。収納率を上げていくことも必要ですと申し上げたとこ

ろです。この６千万円の増額を図るうえで、確かにモデル案では３３万５ ,

７５０円から６千万円上がると、モデル案では４１万４ ,２００円、大幅な

税率のアップになります。そういった中で、収納率が悪くなるというのは考

えられますが、それも考えられますし、資格証明書、そういった部分の発行

も増えるかもしれません。確かにそれは否定はできませんけれども、収納率

のアップについても今後努力をしていきたいと考えております。以上です。 

１ 番 山 口 現在のですね、１億２千万円不足するというのは現在の人口

構成であろうと思うんですよね。これが少子高齢化が進んでいるわけですか

ら、いわゆる７０を超せば後期高齢者ですから保険が別になるわけですけれ

ども、当然、年齢層でもですね、この不足分が増えるということは考えられ

ないのかと。いわゆる１億２千万円不足しますよという前提でこれをやって

いるわけですよ。そうすれば人口構成というのは上がっていっている。それ

が増えてくれば負担率が上がってくるのか。不足額がですね、そうすれば当

然、また１億２千万円が１億３千万円とか４千万円とかになればですね、い

よいよ不信感を買うんじゃないかと。ですからできればですね、この１億２

千万円の上げ幅というのを固定するためにですね、増えた分は今後、一般会

計からの繰り入れとか、そういったことをして、町民にはきちんとこういう
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状況であるというのを、ただ、非常に町の広報、その他で書いてあるのをみ

たら、非常に分かりづらいわけですよ。だからやっぱりそういったことを町

民の方にですね、現実的にはこれだけしかないんですよと。そうすればお互

いに国保というのは、運営をやっていくためにはお互いが健康に気を付けな

がらですね、生活をしていくためにどうやっていけばいいかと、いわゆるそ

ういったこともきちんとアピールしながらですね、そして国保会計をやって

いかなければですね、結局、何か出るたびに値上げ、そして、そしてその値

上げをする分は全部足らない。そして結果的に、先ほどの久保田議員の質問

にあったように、負担率が上がってくれば、当然、この国保を使っている方

はですね、おそらく世代的には年金受給者とか、そういった方が非常に多い

と思うわけです。年金受給者の年金というのは、決して爆発的に物価上昇に

見合うだけの年金というのは上がっていないわけですから、逆に言えば、そ

ういった方たちの生活をひっ迫することにつながるんじゃないかと。ですか

ら、確かに国保の財源が足りません。そしたら一つこれだけ値上げします

じゃなくて、いわゆる極力病院にかからないような健康的な生活ができるよ

うに、そういったことも訴えながら国保の値上げに理解を示す方策というの

は考えられないのか。質問が二つほどになりましたけれども、いわゆる１億

２千万円の負担で６千万円分の徴収のためにこれだけ上げるんですよと。そ

れが上がった場合には、一般会計から繰り入れを増やすとか、そういったこ

とと、いわゆる町民には健康な生活ということに対してですね、きちんと維

持できると。そういったことをアピールしながらやっていくということは考

えられないのか、以上二点お尋ねいたします。 

健康推進課長  まず、１億２千万円の不足額の算定については、今後の世帯

数、被保険者数、これらの減少も見込んでおります。それから、一人当たり

の医療費の増額分、これも年間の平均ではございますが、これも見込んだ上

での歳出見込みであります。それから歳入につきましても、現在、見込める

だけの部分を平成３０年度まで見込んだ中での結果でございますが、この国

の負担、交付金、補助金等につきましては、前々年度の精算の部分というの

もございます。ですから、２、３千万円の増減というのは、毎年考えられる

ことであります。ですので、国の負担分が増えたときには、この１億２千万

円の減額ほどまでにはならないだろうと、今のところ予測をしておりますけ
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れども、押しなべて３年間を経過したときに、おそらく１億２千万円ぐらい

が足りないだろうという算定をしております。そういった部分で１億２千万

円を超えたときには、一般会計からの繰り入れの増額という件については、

私の方からは答えることができません。 

  それから、町民の方に対しての説明でありますけれども、今回、１１月の

広報誌に財源が大変厳しい状況です。というのを１１月に配布した分で広報

をしております。そして、１２月も予定したかったんですけれども、１２月

の広報誌の締切が１１月末ということで、時間的に間に合わなかったという

こともあります。ですので、今度２月号、３月号、それらの広報誌に紙面を

いただき、そういった町民の方への説明もしていきたいと考えております。 

  それから、医療費を抑えていくということに対しましても、保険事業、先

ほど言いましたジェネリック医薬品の推進であるとか、それから特定健診の

受診率の向上、保健指導の向上、それらに力を入れていきたいと考えており

ます。以上です。 

１ 番 山 口 不足額の１億２千万円を超した場合には、どうするのかとい

うのは答えられないということであれば、仮にこれが１億３千万円足りませ

んよと言ったときに、差額の１千万円というのはどういうかたちになるわけ

ですか。赤字決算というかたちで翌年度に赤字で繰り越すわけですか。何ら

かの処置をせざるを得ないわけでしょ。当然、そこのところもある程度見込

んだ値上げでなければ、何か場当たり的な改正になってしまうんじゃないか

と思うんですけれども。超さないという保証はないわけでしょ。  

健康推進課長  先ほど私が申し上げたのは、例えば、１億３千万円、１億４

千万円になったときに、一般会計からの繰り入れを増額してやっていきます

ということの判断は私の方からは言えないということで回答したということ

です。 

議    長 質疑なしと認め、これで質疑を終わります。 

  ただいま議題となっています議案第６１号「川棚町国民健康保険税条例の

一部を改正する条例」は、総務厚生委員会に付託したいと思いますが、これ

に異議ありませんか。 

 

「異議なし」の声あり 
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議     長  異議なしと認めます。したがって、議案第６１号「川棚町国

民健康保険税条例の一部を改正する条例」は、総務厚生委員会に付託するこ

とに決定いたしました。 

（１５：３３） 

議    長 ここで、しばらく休憩いたします。 

 

（…休  憩…） 

（１５：４５） 

議    長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  ここで、時間延長いたします。 

 

議     長  次に、議案第６２号「川棚町福祉医療費の支給に関する条例

の一部を改正する条例」を議題といたします。提案理由の説明を求めます。 

町     長  議案第６２号「川棚町福祉医療費の支給に関する条例の一部

を改正する条例」について、提案理由を説明いたします。 

  この条例の一部改正は、まち・ひと・しごと総合戦略実施事業により、さ

らなる福祉の増進を図り、子育て環境の充実及び定住促進を目的として、平

成２８年４月から福祉医療費の支給対象を現在の小学校就学前の乳幼児か

ら、小学生及び中学生までへと拡大するものであります。なお、詳細につき

ましては、住民福祉課長から説明いたしますので、ご審議の上ご決定いただ

きますよう、よろしくお願いいたします。 

住民福祉課長  それでは私の方から第６２号議案の詳細についてご説明いた

します。 

  この条例の改正につきましては、先ほど町長の方が申し上げましたとお

り、まち・ひと・しごと総合戦略の新型交付金を活用しまして、さらなる子

育て支援の施策として、平成２８年４月から福祉医療費の支給対象を中学生

までへと拡大するものでございます。それでは改正条文について、新旧対照

表でご説明いたしますので、２枚目をお開きください。 

  はじめに、第１条に目的を謳っています。第１条、この条例は障がい者、

乳幼児、その次に子どもという文言を加えます。そして、第２条の定義のと
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ころで、この子どもについての定義を謳っております。 

  改正前の第３項から１１項までを繰り下げまして、第２条の第３項に新た

に、この条例において子どもとは、小学校就学の始期から１５歳に達する日

以後の最終の３月３１日までにあるものをいうと、いうことで、ここで小学

生、中学生が対象になったということを明記しております。  

  それから繰り下げまして、新しい第９項のところでございますが、こちら

にこれまでの対象者を乳幼児、または子どもというところを加えておりま

す。支給対象者についてでございますが、１枚めくっていただきまして、第

１号のところにも乳幼児の次に子どもというのを加えております。それから

支給について明記しております第４条第１号、イのところでございます。こ

ちらには、障がい者による医療費にあっては、次の区分による額というふう

に１号の方に謳っておりまして、その中のイのところで、「ただし、小学校

就学の始期から１５歳に達する日以後の最初の３月３１日までにある者に

あっては、当該負担金の額から保健医療機関ごとに１日につき８００円を控

除して得た額」と明記しております。こちらに関しましては、これまでは障

がい者の関係では、障がい者をひとくくりでしておりましたが、今回、子ど

もというところを加えたところで、これまでの障がい者の医療費につきまし

ては、対象医療額の２分の１をただの支給率というふうにしておりました

が、今回、この福祉医療の方に小学生、中学生、障がい者の方なんですけれ

ども、身体障害者手帳３級、それから療育手帳Ｂ１、Ｂ２所持者を６歳から

１５歳まで、小学生から中学生までに伸ばしたことによりまして、対象医療

費の全額についての支給率ということで、支給の率が上がっております。そ

れから、第３号ですけれども、旧の２号からを繰り下げまして、第３号に新

設といたしまして、子どもにかかる医療費にあっては、当該負担金の額から

保健医療機関等ごとに１日につき８００円を控除して得た額というふうに明

記をいたしております。一枚目に戻っていただきまして、附則についてでご

ざいます。 

  第１項により、この条例は平成２８年４月１日から施行することとしてお

ります。 

  第２項には、改正後の川棚町福祉医療費の支給に関する条例の規定は、こ

の条例の施行日以後の診療にかかる医療費について適用し、同日前の医療費
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については、なお従前の例によるといたしております。 

  以上で、説明を終わりますが、ご審議の上ご決定いただきますよう、よろ

しくお願いいたします。 

議    長 これから質疑を行います。 

２ 番 田 口 この新旧対照表の最後の方の部分ですが、支給額を書いてご

ざいます。医療機関ごとに１日につき８００円を控除した額というふうに最

後のあたりにありますが、この新旧対照表では見えないんですけれども、上

の方に８００円（一月につきその額が１,６００円を超えるときには１,６０

０円）と書いてあるのですが、この８００円、要するに医療機関ごとに１日

につき８００円というのは、１ヶ月につき１ ,６００円というのが適用にな

るんだろうと思いますけれども、その点を確認したいと思います。  

住民福祉課長 ただいまの田口議員の質問にお答えいたします。 

  おっしゃるとおり、２回まで適用することといたしております。  

２ 番 田 口 それからですね、もう一点ですが、この新旧対照表を見てで

すね、今説明がありました障がい者の関係のイのところ、すなわち等級が３

級またはＢ１、Ｂ２のところの但し書きですけれども、そもそもこの年齢、

小学、中学の始期から１５歳に達する後の３月３１日までというのは、子ど

もに該当するわけなので、すなわち障害等級を持っていても、子どもという

ことで（３）で読めるので、このただし書きはいらないのではないかと思い

ますが、どうでしょうか。 

住民福祉課長  これまでの条文につきましては、第１条に目的の所に対象者

を記入しておりまして、この条例は障がい者、乳幼児、母子家庭における母

と子、父子家庭における父と子及び寡婦等に対し、というふうに医療費の一

部を支給することにより、と目的で謳っておりまして、子どもという部分を

新たに加えておりますので、障がい者ではあったんですけれども、先ほども

申しましたように、対象医療費の２分の１が支給対象となりますので、今

回、この子どもの中に障がい者の年齢を規定したことによりまして、医療費

の全額を対象にすることができましたので、このような条文にいたしており

ます。 

２ 番 田 口 念のため書いたということで理解するしかないだろうと思っ

てますが、実はですね、ここの新旧対照表に出ていませんが、（２）、すな
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わち（３）のところですけれども、（２）が乳幼児なんですよね。乳幼児に

ついては、超える分の２分の１というのがないんだろうと思うんですよね。

今現在、乳幼児の部分は。それで、障害等級を持っている乳幼児についての

ただし書きが必要なんじゃないのという疑問が起きるわけなんです。さらに

考えると、乳幼児と障害等級とを持っている子どもと重ならないという考え

方もあり得ると思うんですが、それはちょっと通達とか調べてみると、おお

むね３歳ぐらいのときに障害の等級の判定をせろとなっているので、３歳、

４歳、５歳という乳幼児であって、障害等級を持っている子どもというのが

あり得るわけです。そうすると、おそらく乳幼児の人は２分の１じゃなく

て、８００円を超える額になっているんじゃないかなと思うので、それをた

だ但し書きで書いていないわけだから、それは乳幼児として適用しているん

だろうから、そうすると子どもの年齢であっても（３）を提供すればいいの

であって、ただし書きはいらないのではないかと、こういうふうなことを考

えるわけなんですけれどもどうなのかなと。いずれにせよ、念のために書い

たというふうに理解すればいいのかなと思いますが、どうかと思って聞きま

した。 

住民福祉課長  田口議員の質問ですけれども、乳幼児の中に、例えばこれま

での乳幼児と言いますと、小学校の未就学児まで入っております。生まれて

から小学校に通っていない子どもですね。乳幼児ですね。そちらの方で、も

し障害があられる方は、そちらの方で適用いたしておりました。  

２ 番 田 口 乳幼児は２分の１となっていないと思うんですよね。障がい

者の３級またはＢ１、Ｂ２は２分の１なので、本人にとって有利な方を適用

するとすれば、乳幼児が適用されているんだろうと思うんです。３歳、４

歳、５歳児で障害等級を持っている子どもたちも。ただし書きがなくても適

用されているんじゃないのということを言っているわけです。私は。 

議     長  この条文でもいいわけでしょ。最終的に。理解しているとい

うことでよろしいですね。 

４ 番 久 保 田 確認です。乳幼児の医療費助成のところでは、薬局分の負担

はなしということになっておりますが、そこのところはこれも適用するの

か。それから外来とも入院とも１日８００円の控除した分となるのか。それ

から川棚町の子どもが町外で受診した場合も償還払いとなるのか。最後に、
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償還払いにした場合、町の持ち出しはいくらぐらいになるのかお尋ねしま

す。 

住民福祉課長 それでは久保田議員のご質問にお答えいたします。 

  これまでの、先ほど言われました薬局分、それから入院等につきまして

は、これまでと変わりはございません。 

  それから町外での受診ということでございますけれども、町外につきまし

ては、子どもは、子どもと言いますのは改正する分ですけれども、そちらは

償還払いでございます。それから、乳幼児につきましては、県内であれば各

医療機関にも連携をしておりますので、現物支給となっておりますが、町外

の受診につきましては償還払いということでさせていただいております。  

  それから、これによる町の持ち出しはどのぐらいになるかということでご

ざいますけれども、増額の部分だけについてお答えいたしますと、全体で約

１千万円ということですけれども、新型交付金を受けることになりますと、

２分の１ということになります。 

１ ４ 番 福 田 新型交付金の制度を活用してということで、総合戦略です

ね、国の方のあれでは５年でありますけれども、交付金というのは、その後

も継続してあるということで理解してよろしいんでしょうか。  

住民福祉課長  私の方からお答えしていいのかですけれども、一応、この総

合戦略というのは、２８年度からになりますと約４年間ということで計画を

いたしております。その後につきましては、まだ検討課題であると思ってお

ります。 

議    長 質疑なしと認め、これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。本案に対する反対者の発言を許します。 

 

（発言なし） 

 

議    長 次に、賛成者の発言を許します。 

４ 番 久 保 田 議案第６２号「川棚町福祉医療費の支給に関する条例の一部

を改正する条例」に対する賛成討論を行います。 

  この条例改正により、多くの子どもたちが救われ、保護者にとっても待ち

望んだものです。しかし、成長盛りの子どもたちは、複数の病気やケガで複
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数の医療機関にかかることも多く、窓口の支払い３割負担は、短期保険証世

帯、資格証世帯にとっては困難なことに変わりはありません。この条例改正

で、子どもたちの健やかな成長を目指すのであれば、やはり現物給付にすべ

きです。 

  さらに、新型交付金を活用したものの、町の持ち出しは５００万円となっ

て、町にとっては大きい金額です。ぜひ、国、県に制度化するよう求めるこ

とを要求して賛成討論とします。 

議    長 要求してですか。 

  次に、反対者の発言はありませんか。 

 

（発言なし） 

 

議     長  よろしいですね。討論なしと認め、これで討論を終わりま

す。 

  これから議案第６２号「川棚町福祉医療費の支給に関する条例の一部を改

正する条例」の採決を行います。 

  お諮りします。本案は、原案のとおり決定することに異議ありませんか。  

 

「異議なし」の声あり 

 

議     長  異議なしと認めます。したがって、議案第６２号「川棚町福

祉医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例」は、原案のとおり可決

されました。 

（１６：０３） 

議     長  次に、日程第１１、議案第６３号「川棚町公共下水道条例の

一部を改正する条例」を議題とします。提案理由の説明を求めます。  

町     長  それでは、議案第６３号「川棚町公共下水道条例の一部を改

正する条例」について、提案理由をご説明いたします。 

  今回の改正につきましては、下水道法施行令の一部を改正する政令が平成

２７年１０月７日に公布されたことに伴い、下水道へ配水する排水基準が改

正され、同年１０月２１日に施行されたことにより、これに併せて改正する
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必要が生じたためであります。詳細につきましては、水道課長から説明いた

しますので、ご審議の上ご決定くださいますよう、よろしくお願いいたしま

す。 

水 道 課 長 それでは改正内容を説明いたします。１枚めくっていただい

て、新旧対照表をお開きください。 

  第１０条の除外施設の設置等についてでありますが、第１０条第１項第１

０号、トリクロロエチレンの排出基準について、下水道法施行令の改正に合

わせて今回、改正前の排水基準１リットルにつき０．３㎎以下から改正後の

０．１㎎以下に改正を行うものであります。戻っていただいて、改正条文で

あります。附則ですが、施行期日につきましては、公布の日から施行すると

いたしております。以上で、説明を終わりますが、ご審議の上ご決定いただ

きますよう、よろしくお願いいたします。 

議    長 これから質疑を行います。 

 

「な  し」の声あり 

   

議    長 質疑なしと認め、これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。本案に対する反対者の発言を許します。  

 

（発言なし） 

 

議    長 次に、賛成者の発言を許します。 

 

（発言なし） 

 

議    長 討論なしと認め、これで討論を終わります。 

  これから議案第６３号「川棚町公共下水道条例の一部を改正する条例」の

採決を行います。 

  お諮りします。本案は原案のとおり決定することに異議ありませんか。  

 

「異議なし」の声あり 
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議     長  異議なしと認めます。したがって、議案第６３号「川棚町公

共下水道条例の一部を改正する条例」については、原案のとおり可決されま

した。 

（１６：０７） 

議     長  次に、日程第１２、議案第６４号「公の施設の指定管理者の

指定の件（川棚町東部地区コミュニティーセンター）」を議題といたしま

す。 

  この議題の審議においては、地方自治法第１１７条の規定によって、山口

隆議員が除斥の対象となります。山口隆議員の退場を求めます。  

 

（山口隆議員退場） 

 

議    長 本件について説明を求めます。 

町     長  議案第６４号「公の施設の指定管理者の指定の件（川棚町東

部地区コミュニティーセンター）」について、提案理由の説明をいたしま

す。 

  川棚町東部地区コミュニティーセンターにつきましては、平成２８年３月

３１日を以て、現在の指定期間が満了となることから、その後の指定管理に

ついて地方自治法第２２４条の２第６項及び川棚町東部地区コミュニティセ

ンター設置条例第６条の規定により、議会の議決を得るためにご提案するも

のであります。 

  議案に掲げているとおり、指定管理者は、現在の指定管理者である川棚町

石木郷２０４番地１、東部地域振興協議会会長山口隆、指定期間は平成２８

年４月１日から平成３３年３月３１日までの５年間であります。詳細につき

ましては、企画財政課長から説明いたしますので、ご審議の上ご決定いただ

きますよう、よろしくお願いいたします。 

企画財政課長 それでは詳細についてご説明いたします。 

  指定管理者である東部地域振興協議会は、昭和４４年１０月５日に設立さ

れ、本町東部地域の９つの地区により組織されております。平成１８年４月

１日から東部地区コミュニティーセンターを指定管理者として指定し、現
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在、２回目の指定期間となっており、その期間が来年３月末で満了となると

ころでございます。指定の理由につきましては、同協議会が、これまでの

間、当該施設の管理及び運営において指定管理者としての責務を十分に果た

し、設置条例第２条に規定する東部地域の振興、地域住民の保健及び福祉の

増進並びに生活便益の確保を図るため、本施設を設置するという条例の趣旨

について多大な貢献をしていると認められます。同施設の指定管理者として

もっともふさわしい組織であり、同協議会が引き続き指定管理を行うことが

適当であると判断するものでございます。また、同施設の設置の目的及び利

用の状況から見て、東部地域と密接不可分であり、公募により他の団体等を

選定した場合、設置の目的を達成しがたいことが明らかでありますので、公

募によらず同協議会を指定するものであります。 

  去る、１１月２７日に同施設にかかる指定管理者指定申請書の提出をいた

だいたところであります。議案の参考資料として、指定申請書のほか、申請

書に添付された関係書類の要約をお付けしておりますので、ご確認いただき

たいと思います。 

  以上で説明を終わります。ご審議の上ご決定いただきますよう、よろしく

お願いいたします。 

議    長 これから質疑を行います。 

 

「な  し」の声あり 

 

議    長 質疑なしと認め、これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。本件に対する反対者の発言を許します。  

 

（発言なし） 

 

議    長 次に、賛成者の発言を許します。 

 

（発言なし） 

 

議    長 討論なしと認め、これで討論を終わります。 
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  これから議案第６４号「公の施設の指定管理者の指定の件（川棚町東部地

区コミュニティーセンター）」の採決を行います。 

  お諮りします。本件は、原案のとおり決定することに異議ありませんか。  

 

「異議なし」の声あり 

 

議     長  異議なしと認めます。したがって、議案第６４号「公の施設

の指定管理者の指定の件（川棚町東部地区コミュニティーセンター）」は、

原案のとおり可決されました。 

（１６：１３） 

議    長 ここで、山口隆議員の入場を許します。 

 

（山口隆議員入場） 

 

議     長  次に、日程第１３、議案第６５号「公の施設の指定管理者の

指定の件（川棚町児童保育クラブ）」を議題といたします。提案理由の説明

を求めます。 

町     長  議案第６５号「公の施設の指定管理者の指定の件（川棚町児

童保育クラブ）」について、提案理由の説明をいたします。  

  川棚町児童保育クラブにつきましては、平成２８年３月３１日をもって現

在の指定期間が満了となることから、その後の指定管理について、地方自治

法第２４４条の２第６項及び川棚町児童保育クラブの設置及び管理に関する

条例第５条の規定により、議会の議決を求めるものでございます。  

  議案に掲げているとおり、指定管理者は現在の指定管理者であります川棚

町石木郷４６０番地２、特定非営利活動法人地球っ子理事長石木典子、指定

期間は、平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日までの５年間であり

ます。詳細につきましては、住民福祉課長が説明いたしますので、ご審議の

上ご決定いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

住民福祉課長 それでは本議案の詳細についてご説明いたします。 

  指定管理者である特定非営利活動法人地球っ子は、平成１８年１月１２日

付で、特定非営利活動法人として県知事の認証を受け、１月１６日に法人を
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設立されております。同法人の事業の目的及び事業内容は、子育て支援、相

談、育児講座、学童保育など、子どもの健全育成を図る活動を中心とした内

容となっています。 

  平成１８年４月１日から、川棚町児童保育クラブの指定管理者として指定

し、２回目の指定期間が来年３月をもって満了となります。指定の理由につ

きまして、同法人はこれまでの間、行政、地域、関連機関との信頼関係を築

き、設置の目的であります放課後児童健全育成事業の充実を図るため、誠意

を以て業務を履行していること。さらに、平成１９年４月からは、地域子育

て支援拠点事業も実施しており、地域支援活動の一環として公民館等へ出向

いてのサークルの開催や、体験型遊びを提供する一時保育など、地域に根差

した活動を展開されています。 

  また、同施設の利用の状況等からみますと、川棚小学校区の児童の利用が

多く、現在では本町の全域にとって密接不可分であり、昼間、労働等により

家庭にいない保護者に代わって、授業の終了後に施設を利用して適切な遊び

及び生活の場を与えて、児童の健全な育成を図り、児童の子育て支援に大き

く貢献していただいているものです。このことは、本来の目的である施設の

有効活用がなされているものと認識しており、公募により他の団体等を選定

した場合、指定管理者がその都度変わることにより生じるサービス内容等の

変更が与える影響が危惧されること。そういうことから、公募によらず同法

人を指定するものであり、去る１２月２日に同施設に係る指定管理者指定申

請書の提出をいただいたところでございます。なお、議案の参考資料とし

て、指定申請書のほか、申請書に添付された関係書類の要約をお付けしてお

りますので、ご確認いただきたいと思います。 

  以上で説明を終わりますが、ご審議の上ご決定いただきますよう、よろし

くお願いいたします。 

議    長 これから質疑を行います。 

４ 番 久 保 田 資料の２ページです。参考資料の２ページの１、利用定員に

ついてのところでお尋ねします。「６０名定員としてきたが待機児童もでて

きており」ということで、現時点での待機児童の数をお聞きしたいと思うの

と、それから、２６年度に新しくできました子ども子育て支援制度ですね、

その中で説明があったときに、検討した条項の中に児童数として、第１０条
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第４項におおむね４０人以下ということが出されていて、そのときの説明

で、当分の間は適用しないということで、これを適用すれば、待機児童が生

じる恐れがあるということで、当分の間は適用しないとここでおっしゃって

います。４０人以下を目指すのであれば、こことの整合性がどうなのかとい

うのをお尋ねします。 

住民福祉課長 ただいまの久保田議員の質問にお答えいたします。 

  （１）利用定員についてというところで、「６０名定員としてきたが」と

いうのは、おっしゃるとおり当分の間ということでしておりましたが、「待

機児童がでてきており」というところで確認をしております。待機児童と言

いますのは、ここに来たいんだけどという感じで、何人待機児童がいるとい

うことではございませんで、そういう問い合わせがあっていたということで

聞いておりますので、先ほどおっしゃったように条例の関係もありまして、

一人当たりの占用区分の面積とかがございますので、当分の間はこの６０名

ということで、こちらもずっと受け付けております。 

４ 番 久 保 田 もう一点お尋ねします。その下の３の保育料減免規定につい

てですけど、兄弟児２千円減免とか、一世帯の３千円減免ですね。一人親世

帯の３千円減免というのは、例えば、それぞれに子どもたちが１年、２年

生、３年生、５年生、６年生に一人ずついれば、どこからどのように減免さ

れるのかお尋ねします。 

住民福祉課長 ただいまの質問にお答えいたします。 

  まず、保育料の件につきまして、兄弟児の２千円減免ということでござい

ますが、こちらにつきましては、例えば３人通所いたしておりましたら、１

人目は正しい月額をいただいております。２人目、３人目となりましたとこ

ろで、それぞれの減免ということです。学年によって月額が違いますが、そ

の額からそれぞれ２人目、３人目は２千円ずつ引いております。  

  それから一人親世帯の３千円減免というところですけれども、こちらは一

人目から減免しております。以上です。 

議    長 他に質疑はありませんか。 

 

「な  し」の声あり 
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議    長 質疑なしと認め、これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。本案に対し、反対者の発言を許します。  

 

（発言なし） 

 

議    長 次に、賛成者の発言を許します。 

 

（発言なし） 

 

議    長 討論なしと認め、これで討論を終わります。 

  これから議案第６５号「公の施設の指定管理者の指定の件（川棚町児童保

育クラブ）」の採決を行います。 

  お諮りします。本案は、原案のとおり決定することに異議ありませんか。  

 

「異議なし」の声あり 

 

議     長  異議なしと認めます。したがって、議案第６５号「公の施設

の指定管理者の指定の件（川棚町児童保育クラブ）」は、原案のとおり可決

されました。 

（１６：２３） 

議     長  次に、日程第１４、議案第６６号「公の施設の指定管理者の

指定の件（川棚町いきがいセンター）」を議題といたします。提案理由の説

明を求めます。 

町     長  議案第６６号「公の施設の指定管理者の指定の件（川棚町い

きがいセンター）」について、提案理由の説明をいたします。  

  川棚町いきがいセンターにつきましては、平成２８年３月３１日をもって

現在の指定期間が満了となることから、その後の指定管理について地方自治

法第２４４条の２第６項及び川棚町いきがいセンター設置条例第４条の規定

により、議会の議決を求めるものであります。 

  議案に掲げておりますとおり、指定管理者は現在の指定管理者である川棚

町下組郷３３８番地５７、社会福祉法人川棚町社会福祉協議会会長宮本忠、
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指定期間は平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日までの５年間であ

ります。詳細につきましては、住民福祉課長から説明いたしますので、ご審

議の上ご決定いただきますよう、よろしくお願いいたします。  

住民福祉課長 それでは、本議案の詳細につきましてご説明いたします。  

  指定管理者である社会福祉法人川棚町社会福祉協議会は、平成３年度から

平成１７年度まで川棚町いきがいセンターの管理を委託され、平成１８年４

月１日からは、同センターの指定管理者として指定され、今回は第２回目の

指定期間が来年３月で満了となります。 

 指定の理由につきましては、同協議会は川棚町いきがいセンターが設置され

た平成３年以来、健全な施設の維持管理業務に努めてきており、平成１８年

度以降の指定管理期間中における管理運営においても、不備や瑕疵は認めら

れなかったこと。また、同協議会は配食サービス事業や、シルバー人材セン

ター事業など、同センターを拠点とした公的受託サービスを展開するととも

に、町老人クラブ連合会や身体障害者福祉会の事務局を兼任する等、福祉団

体からの信頼も厚く、同施設の指定管理者としてもっともふさわしい団体で

あることは明らかであり、同協議会が引き続き指定管理を行うことがもっと

も適当であると判断し、指定するものであります。 

  去る、１１月３０日、同施設にかかる指定管理者指定申請書の提出をいた

だいたところであります。なお、議案の参考資料といたしまして、指定申請

書のほか、申請書に添付されておりました関係書類の要約をお付けしており

ますので、ご確認いただきたいと思います。 

  以上で、説明を終わりますが、ご審議の上ご決定いただきますよう、よろ

しくお願いいたします。 

議    長 これから質疑を行います。 

 

「な  し」の声あり 

 

議    長 質疑なしと認め、これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。本案に対し、反対者の発言を許します。  

 

（発言なし） 
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議    長 次に、賛成者の発言を許します。 

 

（発言なし） 

 

議    長 討論なしと認め、これで討論を終わります。 

  これから議案第６６号「公の施設の指定管理者の指定の件（川棚町いきが

いセンター）」の採決を行います。 

  お諮りします。本案は、原案のとおり決定することに異議ありませんか。  

 

「異議なし」の声あり 

 

議     長  異議なしと認めます。したがって、議案第６６号「公の施設

の指定管理者の指定の件（川棚町いきがいセンター）」は、原案のとおり可

決されました。 

（１６：２８） 

議     長  次に、日程第１５、議案第６７号「長崎県市町村行政不服審

査会の共同設置の件」を議題といたします。提案理由の説明を求めます。  

町     長  議案第６７号「長崎県市町村行政不服審査会の共同設置の

件」について、提案理由を説明いたします。 

  平成２６年６月１３日に公布された行政不服審査法が平成２８年４月１日

に施行されることに伴い、関連する法律により行政庁に不服の申し立てがな

された際、第三者の視点で審査庁の判断をチェックする行政不服審査会を設

置し、その組織及び運営に関し必要な事項を条例で定める必要があります。

この第三者機関であります行政不服審査会は、設置の形態として、地方公共

団体での常設、非常設のほか、複数の地方公共団体での共同設置、あるいは

他の地方公共団体にその事務を委託する方法などが可能なことから、長崎県

市町村行政振興協議会において、設置形態について調査研究が進められ、そ

の結果、共同設置が行政の効率的運用、経費の節減が図られるものとして、

もっとも有効であると決定され、県内７市６町５組合が共同設置に賛同して

いるところでございます。 
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  そこで、この共同設置に関しては、構成する市町及び組合の議会の議決が

必要であることから、本定例会に提案するものでございます。なお、議案の

内容につきましては、総務課長に説明をさせますので、ご審議の上ご決定い

ただきますよう、よろしくお願いいたします。 

総 務 課 長 それでは「長崎県市町村行政不服審査会の共同設置の件」の

内容について説明いたします。 

  町長が提案説明しましたように、長崎県市町村行政不服審査会について、

地方自治法第２５２条の７第１項の規定に基づき、７市６町５組合で共同設

置することで提案しておりますが、共同設置を行う際には、普通地方公共団

体は協議において規約を定めて議会の議決を受けなければならないと、この

ように規定されております。 

  今回提案する背景には、行政不服審査法が平成２６年６月１３日に公布さ

れ、平成２８年４月１日に施行されることから、同法第８１条第１項及び第

４項の規定に基づき、行政不服審査会を設置する必要が生じたものです。そ

れでは提案の議案をご覧いただきたいと思います。 

  長崎県市町村行政不服審査会の共同設置の件、行政不服審査法第８１条第

１項及び地方自治法第２５２条の７第１項の規定に基づき、平戸市、松浦

市、対馬市、壱岐市、西海市、雲仙市、南島原市、東彼杵町、波佐見町、小

値賀町、佐々町、新上五島町、東彼地区保健福祉組合、雲仙・南島原保険組

合、南高北部環境衛生組合、北松北部環境組合及び長崎県市町村総合事務組

合との協議により、次の規約を定め、長崎県市町村行政不服審査会を共同し

て設置することについて、地方自治法第２５２条の７第３項において準用す

る第２５２条の２の２第３項の規定により議会の議決を求めるとして提案し

ております。次にページをお開きいただいて、右の方です。  

  長崎県市町村行政不服審査会共同設置規約の添付をいたしております。ご

覧いただきたいと思います。 

  第１条では、設置の規定がされております。行政不服審査法第８１条第１

項及び地方自治法第２５２条の７第１項の規定に基づき、平戸市、松浦市、

対馬市、壱岐市、西海市、雲仙市、南島原市、東彼杵町、川棚町、波佐見

町、小値賀町、佐々町、新上五島町、東彼地区保健福祉組合、雲仙・南島原

保健組合、南高北部環境衛生組合、北松北部環境組合及び長崎県市町村総合
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事務組合以下関係団体というは、共同して行政不服審査会を設置するという

ふうに定められております。 

  続きまして第２条でございます。ここでは名称を規定されております。こ

の行政不服審査会は、長崎県市町村行政不服審査会以下審査会という。この

ように定められております。 

  第３条では、この行政不服審査会の執務場所を定めているものでございま

して、審査会の執務場所は、長崎市栄町４番９号長崎県市町村総合事務組合

以下代表団体という。の事務所内に置くと、このように定められておりま

す。 

  第４条では、行政不服審査会の委員を定めているものでございます。審査

会の委員は、代表団体管理者がその議会の同意を得て選任すると。この場合

において代表団体管理者は、あらかじめ関係団体の長の意見を聴くものとす

ると。 

  第２項では、委員の報酬及び費用弁償の額並びにその支給方法、その他委

員の身分の取り扱いについては、代表団体の条例の定めるところによると、

このように定められております。 

  第５条では、専門委員を定められております。審査会に専門の事項を調査

させるため、専門委員を置くことができる。 

  第２項では、専門委員は学識経験のある者のうちから、代表団体管理者が

任命する。 

  第３項では、専門委員の報酬及び費用弁償の額並びにその支給方法その他

委員の身分の取り扱いについては、代表団体の条例の定めることによると定

められております。 

  第６条、事務職員でございます。審査会の事務を補助する職員の定数は、

代表団体管理者が定め、代表団体の職員をもって充てると、このように定め

られております。 

  第７条では、経費の負担でございます。審査会に要する経費の負担額及び

納入の時期等については、関係団体の長が協議して定める。ただし、審査会

に要する経費のうち、専ら特定の関係団体以下特定団体という。にかかわる

行政不服審査法第４３条第１項に基づく審査会への諮問にかかる事務を処理

するために要する経費は、代表団体管理者と特定団体の長との協議により、
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特定団体が負担すると定められております。 

  第８条でございます。審査会に関する予算でございます。審査会に関する

予算は、代表団体の特別会計とする。 

  第９条では、審査会に関する決算報告を定められておりまして、代表団体

管理者は、審査会に関する決算を議会に付したときは、その結果を関係団体

の長に通知しなければならない。 

  第１０条では、補則として、この規約に定めるものを除くほか、この審査

会の運営に関して必要な事項は、代表団体管理者が定めると、このように定

められておりまして、附則でございます。この規約は、平成２８年４月１日

から施行すると、このように定められております。そこで、行政不服審査会

は、行政庁が行った行政処分に関し、審査請求の請求がなされた際、行政庁

が行った処分の手続きが法令解釈等を含め、適正に判断されたかを審査する

第三者機関でありまして、組織のメンバーとして一般的には法解釈の専門

家、行政の有識者、審査内容に関する有識者が望ましいと、このように示さ

れております。 

  この第三者機関であります行政不服審査会の一形態が、共同設置に至った

経緯は町長の提案理由のとおりであります。 

  共同設置を行うことのメリットとして、まず一点目、本町のような小規模

自治体では専門的知識を有する委員を確保し選任することが困難なことか

ら、共同設置の事務局であります総合事務組合が専任を行うことで、専任事

務の解消がされると。 

  二点目として、自治体内部で設置した第三者機関よりも、共同設置の第三

者機関が審査請求者との個人的接点がなく、より公平、公正な判断が実施で

きること。 

  三点目として、他団体との情報や知識が蓄積されることにより、審理手続

きがより迅速、かつ正確な事務処理が図れること。 

  四点目として、職員が審査請求に対応する業務にあたるとなると、職員の

事務負担が大きくなることが考えられ、通常業務から切り離すことにより、

大幅な事務軽減が図られること。 

  五点目として、共同設置団体による団体間の情報共有が図られること。こ

れらが考えられます。 
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  共同設置が決定しますと、先ほどの規約の第７条にありますように、審査

会を運営するための負担金が生じることとなりますが、審査請求が現段階で

何件出てくるのか、なかなか判断がつかない状況でありますので、別の共同

設置をしております情報公開個人情報審査会の予算を参考にしまして、３０

０万円を想定し、本町負担が１４万５千円程度となる見込みでございます。 

  今後のスケジュールといたしまして、町においては、特段事務処理をする

必要はございませんけれども、総合事務組合におきまして長崎県市町村行政

不服審査会条例が議決されます。審査会委員の選任の同意が２月までに終了

し、３月までのうちに関連規則等が整備されます。そして、４月１日に共同

設置の施行の運びとなり、最終的に県に対し、共同設置規約の届け出を行う

ということでこの事務が終了します。 

  以上、説明を行いましたが、ご審議の上ご決定いただきますよう、よろし

くお願いいたします。 

議    長 これから質疑を行います。 

２ 番 田 口 ただいま説明がありました設置規約案についてですけれど

も、第４条の委員のところですが、通常、こういう規約で委員会の委員のこ

とを規定するならば、人数とか、任期が何年というものも書いてあるはずで

すが、書いていないので、何人ぐらいで一任期は何年ぐらいというふうに考

えられているんでしょうか。 

総 務 課 長 お答えをいたします。今説明いたしましたのは、共同設置の

規約でございます。その条例がまずできてまいります。この中では、条例の

中には審査委員会の定数を５名と予定されておりますが、現実にお願いしよ

うとしている人数は３名ということのようでございます。これは、事例が多

岐にわたった場合の予備ということで、５名としておりますが、３名を選任

するというかたちになっているようでございます。 

  そして、審査会の委員の任期でございます。これは３年が予定されており

ます。以上でございます。 

議    長 他に質疑はございませんか。 

 

「な  し」の声あり 
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議    長 質疑なしと認め、これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。本案に対し、反対者の発言を許します。  

 

（発言なし） 

 

議    長 次に、賛成者の発言を許します。 

 

（発言なし） 

 

議    長 討論なしと認め、これで討論を終わります。 

  これから議案第６７号「長崎県市町村行政不服審査会の共同設置の件」の

採決を行います。 

  お諮りします。本案は、これを可決することに異議ありませんか。  

 

「異議なし」の声あり 

 

議     長  異議なしと認めます。したがって、議案第６７号「長崎県市

町村行政不服審査会の共同設置の件」は、可決されました。  

（１６：４５） 

議     長  次に、日程第１６、請願第２号「「所得税法第５６条廃止」

を求める意見書提出についての請願」を議題といたします。 

  これより紹介議員の説明を求めます。 

４ 番 久 保 田 請願書を読み上げて請願とします。請願第２号、２０１５年

１１月２０日、川棚町議会議長初手安幸様、請願者、住所、川棚町中組郷１

５６０－１、氏名、東彼民主商工会会長戸崎和久、事務局長杤原明浩、電話

番号、８２－４７０４、紹介議員は久保田和惠です。 

  件名、「所得税法第５６条廃止」を求める意見書提出についての請願。  

  請願の趣旨。地域経済の担い手である中小業者の営業は、家族全体の労働

によって支えられています。しかし、日本の税制は、家族従業者の働き分

（自家労賃）を、所得税法第５６条「事業主の配偶者とその親族が事業に従

事したとき、対価の支払いは必要経費に算入しない」により、必要経費とし
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て認めていません。 

  家族従業者の働き分は事業主の所得となり、配偶者８６万円、配偶者以外

の家族５０万円が控除されるのみで、最低賃金にも達していません。このこ

とによって、社会保障や行政手続などの面で弊害が生じています。  

  青色申告にすれば給料を経費にできるという所得税法第５７条は、税務署

長への届け出と記帳義務などの条件付きであり、申告の仕方で納税者を差別

するものです。２０１４年１月に、全ての中小業者に記帳が義務化されてお

り、所得税法第５７条による差別は認められません。 

  家族の人権を認めない所得税法第５６条は廃止すべきと、全国でおよそ４

００の自治体が国に意見書を上げています。また、国連の女性差別撤廃委員

からも「所得税法第５６条は女性に不利益を与えるのではないか」と異義が

出されました。世界の主要国では、家族従業者の人格・人権、労働を正当に

評価し、その働き分を必要経費に認めています。政府は所得税法第５６条の

見直しに向けた検討を始めていると答弁していますが、いまだ実現していま

せん。家族従業者の人格保障の基礎をつくるために、私たちは、所得税法第

５６条の廃止を強く願い、川棚町議会に次のことを請願します。  

  請願事項。「所得税法第５６条の廃止を」を求める意見書を政府に提出し

てください。以上、請願いたします。 

  ご審議の上、意見書を提出していただきますよう、よろしくお願いいたし

ます。 

議    長 これから質疑を行います。 

 

「な  し」の声あり 

 

議    長 質疑なしと認め、これで質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております請願第２号「「所得税法第５６条廃止」を

求める意見書提出についての請願」は、総務厚生委員会に付託したいと思い

ますが、これに異議ありませんか。 

 

「異議なし」の声あり 
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議     長  異議なしと認めます。したがって、請願第２号「所得税法第

５６条廃止」を求める意見書提出についての請願」は、総務厚生委員会に付

託することに決定をいたしました。 

（１６：５０） 

議     長  次に、日程第１７、請願第３号「「平和安全保障関連法廃

止」を求める意見書提出について」の請願を議題といたします。これより紹

介議員の説明を求めます。 

４ 番 久 保 田 請願書を読み上げ請願とします。請願第３号、２０１５年１

１月２０日、川棚町議会議長初手安幸様、請願者、川棚町中組郷１５６０－

１、氏名、東彼民主商工会会長戸崎和久、事務局長杤原明浩、電話番号、８

２－４７０４、紹介議員、久保田和惠です。 

  件名、「平和安全保障関連法廃止」を求める意見書提出についての請願。  

  請願の趣旨。２０１５年９月１９日に参議院で“強行採決”され“成立”

した「平和安全保障関連法」は、憲法第９条が禁じる国際紛争解決のための

武力行使を可能とするもので、憲法違反であることは明らかです。したがっ

て、「平和安全」の名にかかわらず、その内容はまぎれもなく戦争法です。

また、憲法解釈を１８０度くつがえした閣議決定に基づいた違憲の立法は、

内閣と国会による立憲主義の否定であり、断じて認めることはできません。 

  この戦争法が発動されれば、日本は海外で戦争する国になり、自衛隊は海

外で殺し殺されることになり、日本自体が武力紛争の当事者となって、「平

和安全」とはまったく逆の事態を招くことになります。 

  戦争法に対しては、国会審議の段階で、憲法の専門家をはじめ、さまざま

な分野の人びとから反対の声が上がり、世論調査でも８割が政府の説明は不

十分と答えていました。全国の人びとの強い反対の声を国会内の数の力で踏

みにじった採決は、主権在民と民主主義を壊す暴挙であり、正当性を欠くも

のです。以上の趣旨から、次の事項について請願します。 

  請願事項。立憲主義の原則を堅持し、憲法９条を守りいかすためにも、戦

争法である「平和安全保障関連法廃止」を求める意見書を政府に提出してく

ださい。以上、請願いたします。 

  ご審議の上、意見書を提出していただきますよう、よろしくお願いいたし

ます。 
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議    長 これから質疑を行います。 

 

「な  し」の声あり 

 

議    長 質疑なしと認め、これで質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております請願第３号「「平和安全保障関連法廃止」

を求める意見書提出についての請願」は、総務厚生委員会に付託したいと思

いますが、これに異議ありませんか。 

 

「異議なし」の声あり 

 

議     長  異議なしと認めます。したがって、請願第３号「「平和安全

保障関連法廃止」を求める意見書提出についての請願」は、総務厚生委員会

に付託することに決定をいたしました。 

（１６：５４） 

議    長 以上を持ちまして、本日の日程は全部終了いたしました。  

  本日は、これにて散会といたします。ご起立願います。お疲れ様でした。  

（１６：５５） 

 

 

 


